
当社は、M&Aを通じて獲得した人材をはじめとして、多様性溢れる人材を
適材適所に配置し、グローバルベースで専門性や知見を活用することで、
課題解決力の向上、シナジーの発揮を図っています。

グループ一体経営

当社の強いローカル達は、当社グループが持つ商品ラインアップ

や引受キャパシティ、販売網といったCapabilityを徹底的に活用し

て、強みを一層磨き、成長を加速しています。その成果は

「Revenue（保険料の拡大）」、「Investment（資産運用収益の

拡大）」、「Capital（保有出再*の最適化）」、「Cost（コストの削減）」

の４分野において、グループシナジーという形で現れており、足元

年間約300億円、2016年度以降の累計で1,300億円強の利益

貢献に繋がっています。

こうしたシナジーの定量効果を示している会社は珍しいと思います

が、当社独自の強みである「グループ一体経営」の中で、それだけ

大切に考えているということです。より具体的に言えば、多くの

会社が従業員のリストラによるCostシナジーを追求しようとします

が、当社においては、買収した会社は当社グループ入り後に更に

成長していることから、むしろ従業員は増えています。多種多様な

商品ラインアップやグローバルな販売網を活用したクロスセル

（Revenue）の拡大は勿論、資産運用に高度なノウハウを持つDFG

への運用委託を通じた資産運用収益の拡大（Investment）や引受

キャパシティの活用を含めた保有出再の最適化（Capital）、そして

システムの共同購入といった必要なCostシナジーも着々と実現し

ています。今ではこのシナジーの実現論議は、HD主導というより

はむしろ、各社同士で活発に行われており、例えば北米のCEO

会議でも、足元Pureとのシナジー創出に関する積極的な論議が

自発的に行われるなど、グループの一体感が更に高まっています。

強いローカルの専門性やCapabilityをグループ全体で活用する

当社グループのCapabilityを活用したグループシナジーの創出

強いローカルの確立

*：リスクの分散などを目的に、引き受けたリスクの一部を、再保険を通じて、他の保険会社に移転すること

事業がどれだけグローバル化しても、国・地域によって、規制や

文化、社会課題などは様々ですので、保険事業はどこまでいっても

ローカルビジネスの集合体です。従って、グループ全体として成長

し続けていくためには、グループ各社がそれぞれの地域やマーケッ

トに根差した独自のビジネルモデルを構築し、圧倒的な競争優位を

確立していくことが大前提となります。実際に、当社グループでは、

各社が着実に実力を高めることで、今や各地域でトップレベルの

強いローカルを確立していますが（P.120～121）、この強さがあっ

てこそのグローバルだと考えています。

第1章 バーパスストーリー 強み3
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シナジー効果の主な創出領域

シナジーによる利益貢献額（累計）

Revenue
（保険料の拡大）
グローバルネットワークの活用

Investment
（資産運用収益の拡大）
DFGの資産運用力を活用

Capital
（保有出再の最適化）
グループベースでの保有出再の最適化

Cost
（コストの削減）

グループのリソース活用とスケールメリット

グループシナジー

USD 295mn
年間利益貢献額：

（2020年12月末）

2016 2017 2018 2019 2020
0

1,500

1,000

500

170

1,303
（USD mn）
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高い専門性を持った人材をグループ戦略の中核に任命

Desmond Yeo

TM Asia Regional Head of Internal Audit 
(TMHDを兼務)

＜主な経歴＞ 
前職はグローバル保険会社の内部監査部長。内部監査、ERM、ITリスク
マネジメントの分野に23年従事

内部監査
Daniel Thomas

International P&C Reserving Actuary 
Committee議長

＜主な経歴＞ 
大手監査法人にて、グローバル保険会社へのリザービングに関する助言等
に、20年以上従事

保険リザーブ*3

Philippe Vezio

TM Asia Deputy CEO ＆ Chief U/W Officer
(TMHCCバルセロナから異動）

＜主な経歴＞ 
各国のスペシャルティ保険の引受に関し、要職を歴任

スペシャルティ
Caryn Angelson

TMNAS CHRO & CLO
(TMHDを兼務)

＜主な経歴＞ 
前職でグローバル法律事務所の弁護士として訴訟実務に携わった経験を
活かし、人事・労務を含む幅広い分野で、法的な観点からコーポレート機能
の強化を支援

法務・人事

Barry Cook

CEO of International Group at TMHCC
(TMHD Global Reinsurance Advisor）

＜主な経歴＞
再保険ブローカー会社の創設（後にTMHCCが買収）以来、30年以上の
キャリアを有し、TMHCCの米国外事業を牽引

再保険
Daljitt Barn

Cyber Centre of Excellence
Global Head of Cyber Risk

＜主な経歴＞
20年以上サイバーリスクの専門家として勤務した後、前職はグローバル
再保険会社にてグループのサイバー保険戦略の策定・ 展開に従事

サイバー保険

小宮CEOによるマジきら会@PHLY（2019年）

広瀬社長によるマジきら会@Zoom（2020年）

海外のグループ会社トップを共同グループ総括等に起用

Donald Sherman
専務執行役員
共同グループCIO
（共同グループ資産運用総括）
Delphi Financial Group CEO

Robert O’Leary
常務執行役員
北米（一部子会社を除く）担当役員補佐
Chairperson of Philadelphia Consolidated 
Holding Corp.

Susan Rivera
執行役員
Chief Executive Officer of HCC Insurance 
Holdings, Inc.

José Adalberto Ferrara
執行役員
Chief Executive Officer of Tokio Marine 
Seguradora S.A.

Christopher Williams
専務執行役員
Co-Head of International Business
共同グループCRSO（共同グループ保険引受･保有政策総括）
元HCC Insurance Holdings CEO

*1：当社では特定の分野について、グループ全体の戦略や方針などをグループチーフオフィサーが総括する仕組みを採用し、グループ横断の横串機能を発揮しています。
*2：DAVID COLLIS, AKIKO KANNO, “Tokio Marine Group (A)”, ”Tokio Marine Group (B)”, HARVARD BUSINESS SCHOOL, SEPTEMBER 15, 2020
*3：既発生の保険金債務（将来の保険金支払い）を適切に見積もり、支払備金として積み立てること

優れた人材を最適配置し、グループの戦略の確度や実行力を高める

土台としてのパーパスの浸透

優れた人材の最適配置

シナジーは定量的なものに留まりません。これまで当社はM&Aを
通じて、リスクの分散と事業の成長を図ってきた訳ですが、最大の
成果は優れた人材や専門性、知見を獲得できたことだと考えてい
ます。優れた人材をグローバルに最適配置する。そして、各社が
持つ専門性や知見を融合させたBest practiceをグループの戦略
の真ん中に取り入れ、活用していくことで、当社はグループ全体の
政策の確度や実行力を高めています。
例えば、買収した会社の経営トップがグループ全体の資産運用や
海外保険事業の共同グループ総括に就いていますし、高い専門性
を持った人材もグループ横断で取り組む戦略の中核として活躍し
ています。こうした海外トップマネジメントも含めたチーフオフィ
サー制*1や機能別グローバル委員会などは、6年程度の期間を
経て、今ではかなりグループに定着していますが、これに加えて、

グローバルイシューへの対処も当たり前の様にグループ一体で
実行しています。
実際、海外トップマネジメントも参画したPostコロナタスクフォー
スを2020年の夏に立ち上げ、海外人材の知見を活かして、当社は
Postコロナにおけるグループ戦略のアップグレードを図っていま
す（P.69）。前中計の3年は、コロナ以外にも、自然災害や低金利と
いった課題に当社は直面しましたが、叡智を結集してこれらを乗り
越え、グループ一体経営の実力を高められたことは、大きな成果で
あったと考えています。
こうした当社のグループ一体経営は、その戦略の独自性から、
HARVARD BUSINESS SCHOOLのcase study*2に取り上げら
れていますが、そのレベルを更に引き上げ、課題解決力を一層
高めていきます。

国内外に4万人を超えるグループ社員が有事にバラバラにならず、
また平時においても熱意と一体感を持って課題解決にあたってい
くには、多様な人材をひとつのチームとして結び付ける、横串とし
てのカルチャーが重要となります。当社では、まじめな話を気楽に
する「マジきら会」を、役員間、役員と社員、社員間と、あらゆる階層
でグローバルに行い、パーパスの浸透に取り組んでいます。この
マジきら会で大切なことは、私たちの仕事がお客様や社会にどう

役立っているか、チームで力を合わせることで世の中にもっと貢献
できないかなど、社員自身が自ら考え、対話を通じてそれを皆で
共有することで、仕事の意義を深く腹落ちさせることにあります。
当社では、グループカルチャー総括（CCO）も務めるCEOがパーパス
の浸透においてもグループの先頭に立ち、世界中の社員にフィジ
カルにもリモートにも「What is our business for?」と問いて回る
ことで、グループ全体にカルチャーを通しています。

強み3 - グループ一体経営第1章　 パーパスストーリー

パーパスの浸透に向けた社員との対話の様子

経営体制のグローバル化・強化

グループ総合力の発揮

●国内外横断のシナジー創出や
ベストプラクティスの共有

●グループ横断の課題をグループの
知見を結集して解決

●海外人材のグループ経営への参加

●グループ経営にフォーカス
●グループカルチャーの浸透に向けた取り組み

機能別グローバル委員会など
国内外のトップマネジメントが

グループの様々な経営課題を議論

ERM Enterprise Risk Management Committee

海外保険 International Executive Committee

デジタル Digital Round Table

保有・
再保険戦略 Global Retention Strategy Committee

資産運用 Global Investment Strategy Committee

IT Global Information Technology Committee

グループCEO/CCO
Culture

グループチーフオフィサー
CFO Financial

CSSO Strategy and Synergy

CDO Digital

CRSO Retention Strategy

Co-CRSO Retention Strategy

CIO Investment

Co-CIO Investment

CHRO Human Resources

CWO Wellness

CRO Risk

CLCO Legal and Compliance

CITO Information Technology

CISO Information Security

CSUO Sustainability

CDIO Diversity & Inclusion

金融・
その他事業

国内損保
事業

国内生保
事業

海外保険
事業
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これから
当社は
何を
めざすのか

Question

26

第1章　 パーパスストーリー めざす姿

「お客様の“いざ”という時」を
支えるためにも、
「“いつも”支えることが
できる存在」に

Answer

「お客様や地域社会の“いざ”をお守りすること」は当社の
創業時からのパーパスであり、どのような時代にあって
も決して変わることはありません。そしてこのパーパス
以外に、変えてはならない領域はないとも考えています。
足元では、コロナ禍も契機に、事業環境が大きく、急速に
変化しており、社会インフラである保険会社への期待は
高まっています。そして、こうした難しい時代の中、従来
型の保険ビジネスだけに拘っていると、変わりゆくお客
様や社会の本当の期待に応え続けることが難しくなるの
ではないか、とも考えています。例えば、激甚化する自然
災害や増大するサイバーリスクに対して、有事において
「保険金をお支払い」するだけで、パーパスを実現したと
言えるのだろうか。言うまでもなく、「保険金のお支払い」
は保険会社において最も重要な機能ですので、これを万
全に実行することは大前提ですが、事故を未然に防ぐ、
仮に事故が発生してもその負担を軽減する、そして早期
に復旧し、再発を防止する。こうした事前・事後の安心、
「保険金支払いに留まらない価値」を提供することもより
一層重要になっていくと、当社は考えています。そのた
めに、当社はデジタルも徹底的に活用し、ヘルスケアや

防災・減災、モビリティ、サイバー等の幅広い分野におい
て、価値提供領域を飛躍的に拡大することで、当社の
パーパスである「お客様の“いざ”という時」を支えるため
にも、「“いつも”支えることができる存在」へと進化でき
るよう挑戦していきます。
時代が変われば、社会課題も変わり、その解決策も変わ
る。これは当然のことであり、時代の転換点を迎える中
で、私たちが役割を発揮すべき領域をしっかりと見定め、
そして自らも大胆な変革に挑戦することが重要だと考え
ています。
当社は、引き続き社会課題解決のトップランナーとして、
事業活動と社会課題解決を循環させながら、サステナブ
ルな社会づくりに貢献し、「社会的価値」と「経済的価値
（利益成長）」を同時に高めていきます。
そして、こうした社会課題解決と事業活動の循環とその
継続的改善にスピード感を持ってしっかりと取り組んで
いくことで、全てのステークホルダーの皆様に価値を提
供し続け、100年後もそのような皆様から頼られ、真に必
要とされる“Good Company”をめざしていきます。
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新たな価値創出に向けた事業の開始

REVEAL

R

予兆を検知する、リス
クを明らかにする

RESILIENCE
レジリエントな地域
社会の実現

REDUCE
リスクを減らす、事故
をなくす

RETAIN
新たなリスクや従来
あまり引き受けてこ
なかったリスクを引受

REFINE
良くする、健康になるdigital

●最先端テクノロジーや
I o Tデバイスの研究・
活用

data

d

●当社独自のリスクデー
タプラットフォーム
●高度なデータ分析体制

design
●アジャイル開発
　実装体制

独自の
リスクデータ
プラットフォーム

グループのデータ分析・
ソリューション開発力強化 グループと連携しながら

様々な「R」を広めていく

新たな価値提供

データドリブン
商品

1

リスク
アルゴリズム
事業

3

保険に
留まらない
リスク

ソリューション

2

海外グループ会社

など

新たなリスクや、従来
は困難であったリスク
の引受（補償提供）の
実現

早期検知・予防領域で
の新技術・ソリューショ
ンを保険商品と一貫
で提供

リスクの可視化や将来
予測等に基づき、顧
客・地域社会の行動変
容を促すことで、より
良い社会（事故がなく
なる・健康になる等）の
実現

“いざ”という時を
支えるため、

“いつも”支えることが
できる存在へ

ヘルスケア

防災・減災

モビリティ

サイバー

・
・
・
など

グループの高度な
デジタル・ケイパ
ビリティを集約

AlgoNaut社・
PKSHA社との
戦略的JV

特集1 これから当社は何をめざすのか

東京海上ディーアール（TdR）を通じたグループとしての取り組み全体像

お客様の「“いざ”という時を支える」ための「“いつも”支えることが
できる存在」とは、単に保険金をお支払いするだけの存在ではな
く、お客様が被る可能性のある事故の予兆を検知し、事故の被害
に遭わないようにできる存在、お客様が万が一病気になったとして
も、すぐに良くなるアドバイスをして差し上げられる存在といったこ
とを指します。社内的には「事前の安心と事後の安心のご提供」と
呼んでいますが、当社では、このような存在になって初めて、当社
のパーパスを果たすことができたと言えるのではないかと考えて
います。
当社が、事業領域を拡大し、「“いつも”支えることができる存在」に
進化するために、なくてはならないもののひとつがデジタル活用
です。例えば、お客様の運転性向を分析することでお客様の交通
事故を未然に防ぐことができるようになるかもしれない。お客様の
健康診断のデータや生活習慣をお伺いすることで、病気になりに
くい、万が一病気になったとしても重症化しにくくなるようなアドバ

イスができるようになるかもしれない。東京海上グループのめざ
す姿がここにあります。
2021年7月、東京海上グループは、“いつも”支えることができる
存在へと進化するために、当社のデータ中核機能を担う「東京海上
ディーアール」を立ち上げました。東京海上ディーアールには、グ
ループの高度なデジタル・ケイパビリティを集約させ、グループの
データ分析やソリューション開発力の強化を担わせます。そして、
東京海上ディーアールのデジタル・ケイパビリティを活用し、「防
災・減災」や「ヘルスケア」、「モビリティ（P.15、52-53）」、「サイバー
（P.80-81）」などの分野において、事前・事後の安心のご提供を強
力に進めていきます。

「“いつも”支えることができる存在」へと進化するために、
デジタルを徹底的に活用し、事業領域の拡大をめざします。
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近年、日本全国各地で甚大な被害をもたらす自然災害が頻発して
います。特に、水災については、2018 年の西日本豪雨や2019 年
の台風19号、2020 年に九州で発生した豪雨などにより、河川の氾
濫や大規模な浸水が発生しています。
実際に水災が発生した場合には、自治体は、迅速かつ適切な避難
勧告の判断等が求められますので、発災直後
の情報をタイムリーに収集することが重要と
なります。
このような中、2021年4月、東京海上日動と東
京海上ディーアール（2021年4月時点では東
京海上日動リスクコンサルティング）は、国立
研究開発法人防災科学技術研究所の協力の
もとAI技術を活用した水災危険度予測システ
ムを新たに開発しました。このシステムにより、
浸水被害が発生するエリアを即時に推定し、リ
アルタイムで危険度を表示することや、危険度
が高まっているエリアにおける世帯数や年代
別人口を見える化することが可能となります。

今後、東京海上日動と東京海上ディーアールは、統合型GIS（地理
情報システム）を導入している自治体向けにこのシステムを提供
し、強靭で自然災害に強い地域社会づくりへ貢献していきます。そ
して、その結果として、事故を未然に防ぐことによるお客様からの
評価の獲得や損害率の低減に繋げていきます。

事業領域の拡大事例 ※モビリティ分野の事例は P.15、52-53、サイバー分野の事例は P.80-81ご参照

防災・減災

ヘルスケア

新たに提供するオンラインサービスの具体例

オンラインによる医療相談＊2や、生命保険業界初となるお客様が病院を指定できるセカン
ドオピニオン予約、お客様が医師・病院を指定できる受診予約サービスをご提供します。

お客様の健康管理や重症化予防の取り組みをサポートするため、AI管理栄養士が食事・
運動・睡眠などの毎日の生活をサポートする健康アドバイスアプリをご提供します。

＊1：保障性商品に限ります。
＊2：「オンライン診療の適切な実施に関する指針」の遠隔健康医療相談の範囲で実施します。

【システム画面イメージ】浸水エリア即時予測

人生100年時代を迎え、健康寿命の延伸が重要な社会課題となる
中、中高齢層のお客様を中心に「いつまでも自分らしく健康で長生
きしたい」というニーズは一層高まっています。
このような環境変化を受け、あんしん生命は、ひとりでも多くのお
客様にあんしんをお届けするため、2020年8月に、持病がある方
や健康に不安のある方にまで引受範囲を拡大した引受基準緩和型
医療保険「メディカルKitエール」を発売しました。
本商品は、ビッグデータの解析により、保険の引受基準を抜本的に
見直し、引受対象者の拡大と低廉な保険料を実現しています。ま
た、持病のある方や健康に不安のある方は、医療の専門家による

サポートや疾病の重症化予防への関心が高く、新型コロナウイル
ス感染症拡大により、オンラインでの健康不安の解消に対する関
心も高まっています。そこで、本商品では、お客様の毎日の生活に
おいても一層の健康とあんしんをお届けするため、新たに2つの
オンラインサービスを提供することとしました。
このようにデジタルを徹底的に活用して開発した「メディカルKit

エール」は、過去最大＊1のヒット商品である「メディカルKit R」に次
ぐ売れ行きとなりました。あんしん生命では、今後も、東京海上
ディーアールのデジタル・ケイパビリティ等も活用しながら、更な
るあんしんの提供を実現していきます。
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強靭で透明性の高いガバナンス P.92-113

培ってきたグループの強み

安全をお届けし、安心を大きくする力 ポートフォリオマネジメント力 グループ一体経営

価値創造を支える基盤

価値創造アプローチ

お客様や社会のニーズの変化、社会課題の多様化・複雑化

DXの急速な進展コロナの感染拡大人口動態の変化地球温暖化

高齢化・医療技術の
進化などに伴う

介護・医療の負担増加
天然資源や

生物多様性の保護

教育を通じた
機会の平等

技術革新が
もたらす

様々な環境変化

格差社会・
インクルージョン

経済成長・
イノベーションを支える

産業基盤

当社のめざす姿  

世界のお客様に“あんしん”をお届けし、成長し続けるグローバル保険グループ

新中計で達成が視野に入る
中長期ターゲット
（マイルストーン）

社会課題の解決を通じた価値の提供
～創業時から変わらぬパーパスの実現～

保険金のお支払いを通じて、お客様や地域社会の“いざ”を支えることはもとより、
事前・事後まで、価値提供領域を拡大する（“いつも”支える）ことで、

これからもパーパスを実現していく

お客様のあらゆるリス
クを把握し、最適な
商品・サービスを提案

デジタルも活用し
事前・事後も含めた
安心を提供

～ 100年後もGood Companyをめざして～

修正純利益
5,000 億円超

修正ROE

12%程度 グローバルピア並みに引き上げ（50%程度）

お客様

安心と安全をお届けす
ると共に、未来に繋がる
挑戦を支えることで、お
客様の健やかで心豊か
な生活の実現に貢献す
る

社会

誰もが安心・安全に生活
し、何事にも挑戦できる
サステナブルな社会づ
くりに貢献する

未来世代

未来世代に持続可能な
環境を引き継ぐ

社員

いきいきと活躍できる
機会の提供とエンゲー
ジメントを通じ、社員に
よる高いパフォーマンス
の発揮に貢献する

株主・投資家

株主リターンの持続的
な拡大。適時適切な情
報開示と建設的な対話
を通じて、株主・投資家
からの信頼および企業
価値の向上に取り組む

めざす社会  

誰もが安心・安全に生活し、何事にも挑戦できるサステナブルな社会

01
自然災害のリス
クと共に歩む
レジリエントな
世界

地球規模の
気候変動・

自然災害の増加

01

02

03

04 05

06

07

02
健康寿命が高ま
り、誰もが安心
して、自分らし
く、豊かに暮ら
せる世界

03
全ての人々が
働きがい・生きが
いを持てる世界

04
産 業・地 域 の
イノベーションが
支えられ、国力
が向上した世界

05
当社がリードす
る都市戦略に基
づいた安心・安
全・快適な世界

06
子供たちの生き
る力が育まれる
世界

07
地球環境が持続
可能な状態で未
来世代に引き継
がれる世界

年度目標2030 ・自社温室効果ガス排出量▲60%削減*（2015年度対比）
・主要拠点における電力消費量に占める再エネ比率100%　等

普遍的で
コアとなる
社会課題

*：自社の事業活動に伴うもの
   （Scope1+2+3（カテゴリ1．3．5．6））

等

日本で初めて生損保一体型商品「超保険」を発売
インドでマイクロインシュアランスを発売
英国でサイバー保険をいち早く開始
日本で初めて賠償責任保険を発売
日本で初めて自動車保険を発売
貿易を支える海上保険会社として誕生

2002
2001
1999
1959
1914　
1879

過去

現在

100年後

時代と共に変化する
社会課題を解決してきた歴史

社会課題の解決を通じた成長を実現していく
新中期経営計画の2+1の成長戦略

次の成長ステージに向けた事業投資

新しいマーケット
×

新しいアプローチ

保険本業の
収益力強化

事業活動と社会課題解決を循環させることで、
強みや戦略に磨きをかけ、
課題解決力を更に高める

「社会的価値」と「経済的価値」を
同時に高めていく

価値創造のスパイラルアップ

P.14-17 P.18-21 P.22-25

P.16-17

P.48-51

01 07 マテリアリティ特定において
前提となる社会課題

P.72-73

配当性向

リスクを
お引き受けし
不安を解消

リスクを検知し
損害発生を
回避・抑制

損害を補償し
挑戦を後押し

早期復旧
再発防止

第1章　 パーパスストーリー
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取締役社長 グループ CEO

創業以来の魂を込めた課題解決力で、
お客様・地域社会の“いざ”を支え続けます
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第2章 CEOメッセージ

だと思います。そのために、当社はデジタルやデータも活用
し、自然災害に対しては防災・減災、ヘルスケアでは未病・予
防、この他にもモビリティやサイバーリスクなどの幅広い分
野において、価値提供領域を飛躍的に拡大する。つまり、有
事の保険金支払いに留まらず、事前・事後の安心を含め、お
客様の不安やリスクをトータルにサポートする、「ソリュー
ションプロバイダー」としての機能が益々重要となります。
この様に当社は、パーパスである「お客様の“いざ”という時」
を支えるためにも、「“いつも”支えることのできる存在」へと
進化できるよう挑戦していきたいと考えていますし、そのプ
ラットフォームとして東京海上ディーアールを2021年の
7月に立ち上げました。

　これから当社が進む道は平坦ではありませんが、この142年も、課題は沢山ありましたし、当
社は正しく課題を認識し、芯を捉えた打ち手を講じることで、幾度となく難局を乗り越えてきま
した。過去もそうであった様に、いかなる困難も必ず乗り越えることができる。そう信じて、私
たちは、熱意と一体感を持って、笑顔で、明るく前進してまいります。
　改めて、当社が事業を行うことができるのは、株主・投資家の皆様をはじめ、様々なステーク
ホルダーに支えていただいているお蔭であると、感謝しております。そして、私自身、できる限
りの時間を割いて、皆様との対話の機会を実現できるよう取り組んでまいりますし、対話の中で
いただいたご意見やご要望を経営やビジネスモデルの進化に繋げてまいります。
　当社はこれからも、社会課題の解決を通じて、全てのステークホルダーに価値を提供し続け、
皆様から信頼され、真に必要とされる良い会社、“Good Company”に一歩でも二歩でも近づい
てまいります。今後も一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

当社は46の国と地域に事業を展開し、4万人を超える「多様な人材」がいます。そして、創業時か
ら受け継いできた「自由闊達な社風」もあります。この強みを掛け合わせることで、スピーディー
で質の高い議論を通じた、更なるイノベーションの創出が可能だと私は信じています。実際に、
当社では、「D&Iの推進・浸透」を成長戦略の一丁目一番地に据え、グループベース、グローバル
に取り組みを加速していますし、私自身、あらゆる場で、「コミュニケーションにやり過ぎはな
い」と伝えています。
　一方で、いかに多様な人材が活発に論議をしても、そのめざす先がバラバラでは、成果には繋
がりません。多様な人材をひとつのチームとして結びつける、横串としてのカルチャーが非常
に重要です。そのために、私はグループカルチャー総括（CCO）としても先頭に立ち、コロナ前に
は世界中を飛び回り、足元はリモートを活用して、世界中の社員と対話を行う中で、「What is 

our business for?」と問い、全ての社員の仕事が私たちのめざすパーパスの実現に繋がってい
ることを感じてもらっています。
　理屈や権限、指示・命令で人は動きません。大切なのは、パーパスを起点に、全ての社員に内在
する「想い」を引き出し、「熱意」に火を灯すことであり、この想いと熱意こそが、見えない成長の
限界を超える、ビジネスの天井を突き破る原動力となる。そして、こうした想いや熱意を結集す
ることができれば、言葉や文字にはできない「とてつもなく大きな力」が生まれる、と私は確信し
ています。実際、10年前の東日本大震災の時もそうでした。当時私は、地域営業を統括する営業
開発部長でしたが、「困っているお客様に一刻も早く保険金をお届けしたい」という想いの強さ
が、マニュアルには書いていないアイディアや臨機応変に対応する知恵、ここぞという時の馬
力、新たな解決策を生み出し、グループの大きな力に変わったのを、今でも鮮明に、強烈に覚え
ています。
　私は、一人ひとりの行動から経営判断に至るまで、あらゆる基準の根底にパーパスが根付き、
その体現に向けて「熱意と一体感に溢れた会社」を、そして、環境変化が激しく、先が見通せない
時代だからこそ、パーパスをぶらさずに、変化に対してスピード感を持って自らを変革し、力強
く成長し続ける、そんな「しなやかでたくましい会社」を創りたい、と真剣に考え、日々取り組ん
でいます。

　足元、自然災害の激甚化やコロナ禍といった大きな環境変化の中で、社会インフラである保険
会社への期待はかつてないほど高まっています。その中で、当社が従来型の保険ビジネスに固
執し続けていては、早晩お客様のニーズや期待にお応えすることはできなくなるでしょう。従っ
て、当社が価値提供する領域を点から線、そして面へと大幅に拡大していく必要があると考えて
います。
　例えば、自然災害やサイバーリスクに対して、有事に保険金をお支払いするだけでは、今やお
客様の期待にお応えすることはできません。勿論、保険金のお支払いは保険会社にとって最も
重要な機能ですし、これを完璧に行うことは当然ではありますが、翻ってお客様にとってみれ
ば、事故は起きない方がいい。起きても被害は小さい方がよく、復旧も早い方がいい。そして、
再発はしない方がいい。こうした「事前・事後の安心」をお客様がお求めになるのは当然のこと

課題の解決に向けた取り組みを更に加速しています。例えば、“このかけがえのない地球環境を
持続可能な状態で未来世代へと引き継ぐことは私たちの責務である”という強い想いから、当社
は「お客様」「社会」「社員」「株主・投資家」に加えまして、今般「未来世代」も明確にステークホル
ダーとして位置付けました。そして、パーパスを起点に、当社が特に解決に取り組む重点領域（マ
テリアリティ）も今日的に見直し、その中で、とりわけステークホルダーの皆様の期待・関心が
高く、当社事業にとっても重要性の高いものとして、①気候変動対策の推進、②災害レジリエン
スの向上、③健やかで心豊かな生活の支援、④D&Iの推進・浸透、の4つを主要課題に定めました。
　自然災害大国である日本を母国市場とする当社にとりまして、この「①気候変動対策の推進」
「②災害レジリエンスの向上」はとりわけ重要な社会課題であることに間違いありません。世界
共通の、人類史的課題とも言われるこの領域で、当社は社会のお役に立ち続ける会社でありた
い。そして、「自然災害のリスクと共存できるレジリエントな世界」を創りたい。こうした想いか
ら、当社はグループの総力を挙げて、自然災害・気候変動対策に真正面から取り組んでいます。
　また、世界で最も高齢化が進む日本におきましては、長生きリスクや資産形成などの領域で、
お客様のニーズが顕在化していますし、グローバルにみましても、コロナ禍を契機に健康への意
識・不安が高まっています。こうしたヘルスケア領域は、これまで生損一体でお客様をお守りし
てきた当社にとりまして、正に強みが発揮できる分野です。当社はデジタルやデータも活用し、
未病・予防、健康増進などを含め、お客様のリスクをトータルにカバーする商品・サービスをご
提供することで、「誰もが安心して、自分らしく、豊かに暮らせる世界」の実現に貢献してまいり
ます。
　この様に、当社は引き続き「社会課題解決のトップランナー」という想いを持って、事業活動と
社会課題解決を循環させることで、「社会的価値」と「経済的価値（利益成長）」を同時に高めてま
いります。

　社会課題を解決し続け、持続的な成長を実現する。その土台となるのは、「人」であり、「カル
チャー」です。保険事業は形のない商品を扱うことから、以前は「紙」と「鉛筆」と「人」のビジネス
と言われていました。テクノロジーの進化によって、「紙」と「鉛筆」がなくなり、業務プロセスが
大きく変わった今日、保険は正に「People’s Business」となりましたが、ビジネスの原動力は
「人」であり、「想い」であり、「熱意」である、というのが私の信念です。
　その中で、まず重要となりますのが、グループ全社員の持てる力を最大限に引き出し、個々の
専門性や経験を掛け合わせることで、より大きな力に変えていくということです。
　私は、米国留学の経験から、D&Iの推進がイノベーションを生み出すということを肌身で実感
しています。当時、私が接したメンバーは、属性や人種、新卒/中途など、皆バックグラウンドが
大きく異なっていましたが、逆に異なっているからこそ、自分の考えをはっきりと口に出して伝
えていましたし、そこに阿吽や忖度は一切ありませんでした。一人ひとりの考え方が異なるこ
とを前提に、様々な立場から建設的に意見をぶつけ合う知的コンバットの中で、化学反応が起こ
り、そこから自分一人では想像すらできなかった様な、良いアイディアが生まれる瞬間を何度も
目の当たりにしました。そして、あるテーマでは言い争いをしていたかと思えば、次のテーマで
はそれを引きずることなく、生産的に議論を行う。とにかく、コミュニケーションが深く、スピー
ド感があり、意思決定の質も高いのです。
　こうした建設的な議論は海外だからできるのでしょうか。私は決してそうとは思いません。

　当社はお客様のリスクをお引き受けする保険会社ですので、いかなる事態に直面しても、経営
の屋台骨が崩れることがあってはならない。そうした認識から、当社はこの20年近く、グローバ
ルにリスク分散を進めてまいりました。実際、この数年間、平年を超える規模の自然災害やコロ
ナといった影響を受けていますが、その影響を利益の約2割*6に抑えることができています。た
だし、私はこれで十分とは思っていません。複雑化するリスクや社会課題に対峙するには、更な
るリスク分散や収益源の多様化が不可欠であり、当社は5年・10年先を見据えた事業投資を模索
してまいります。当社の強みが活かせる、或いはシナジーの創出が期待できる領域であれば、保
険事業に留まらず、新規事業の可能性も探求し、更に盤石な経営基盤を構築していきたいと考え
ています。
　こうした「2+1の成長戦略」を推し進めた結果としての、新中計のKPIターゲットは、「修正純
利益  CAGR+3～7%」、「修正ROE 12%程度」となります。これはM&Aを含まない、内部成長
だけで積み上げた計画でありますが、2017年にマイルストーンとして設定した中長期ターゲッ
ト「修正純利益 5,000億円超」、「修正ROE 12%程度」の達成を視野に入れた水準となります。
そして、良い案件に恵まれ、大規模なM&Aに成功すれば、更なる成長或いは達成時期の短縮も
可能となります。

　新中計は、変化の激しい3年間も当社が成長し続けていくための重要な戦略ではありますが、
これは目的ではなく、あくまでも手段です。当社は1879年の創業以来、「お客様や地域社会の“い
ざ”をお守りすること」をパーパスとしてきましたが、私たちがめざすところは、どの様な時代に
あっても変わることのない、このパーパスの実現に他なりません。今から142年前、まだサステ
ナビリティやESGという言葉が存在すらしなかった時代から、当社はその時代ごとの社会課題
を自ら探し出し、その解決に貢献することで、持続的に成長してまいりました。正に、当社の事
業そのものが社会課題の解決であり、事業を推進すればするほど、課題解決に繋がる、世のため

人のためになる。こうした想いを持って事業にあたっ
てまいりました。
　そして足元、社会の持続可能性に対する意識がグ
ローバルに高まるといった、時代の転換点を迎える中、
改めて思いますのは、当社の課題解決の取り組みに終
わりはない、正にendless journeyであるということで
す。時代が変われば、社会課題も変わり、その解決策も
変わる。これは当然のことであり、その中で大切なこと
は、時代と共に変化する課題をいち早く、正しく捉え、
解決に向けた仮説検証のサイクルをパワフルに、ス
ピーディーに実行することだと考えています。
　この様な認識の下、当社は2021年4月に「グループサ
ステナビリティ総括（CSUO）」と、C職で構成されるグ
ローバルな「サステナビリティ委員会」を新設し、社会

　ここもと保険業界は、世界中で相次ぐ自然災害や、パンデミックを引き起こした新型コロナウ
イルス、米国でのソーシャルインフレーション*1、そして低金利と、様々な難しい課題に直面し
ています。当社にとりましても、この影響は無関係ではなく、前中期経営計画期間（2018年4月
～2021年3月）は、ある意味では最も厳しい3年間であった、その様に感じています。
　他方、当社はこれらの課題に対応する中で、グローバル保険会社としての経営チームの実力と
自信を高めることができたのではないか、その様にも考えています。
　具体的には、2つの大きな成果がありました。
　まずは、当社が最も大切にしてきた「グループ一体経営を大きく進化させることができた」と
いうことです。当社はこれまで、“事業”のグローバル化のみならず、“経営”のグローバル化にも
挑戦してまいりました。例えば、買収した会社の経営トップに対しては、各社の事業を「地域や
マーケットに根差した独自のビジネスモデルで、圧倒的な競争優位を持つものにすること」はも
とより、当社グループ全体に対する貢献も求めています。実際に、彼らを資産運用や海外保険事
業の共同グループ総括として、グループレベルで起用していますし、TMHCCのCFOをTMKの
CEOに選任するなど、会社・国を跨いだ異動も行っています。この様に、優れた人材を国内外に
最適配置し、その専門性や知見を“東京海上グループOne Team”となって活用することで、欧
米と日本の経営スタイルの特長を取り入れた、「絶妙の中庸」を追求してまいりました。
　そして、こうして培ってきたグローバル経営の実力は、前中計でも大いに活かすことができま
した。例えば、Postコロナの変化や課題を特定し、当社の戦略の再点検を行うべく、グローバル
なタスクフォースを立ち上げ、グループ各社の実行戦略に組み込んだり、拡大する自然災害リス
クに対しては、保有・出再*2戦略をGRSC*3で論議し、実行したりと、芯を捉えた打ち手を講じる
ことができました。グローバルに事業を行えば、様々な課題に直面するのは当たり前ではあり
ますが、その中でカルチャーやビジネスの目的、つまり「What is our business for?」がマッチ
した世界中の仲間たちの叡智を結集して、難局を乗り越えることができた、その様に考えていま
す。改めて、信頼できる仲間さえいれば、どんな困難にも立ち向かえる、新しいことにも挑戦で
きる、そこから新たな知恵も生まれる。その様にも確信しています。
　そして、もうひとつの成果が、「保険事業のポートフォリオを更に強くできた」ということで
す。フォワードルッキングに、事業の分散や成長を見極め、ポートフォリオを絶えず最適化して
いくことは大変重要です。実際に、前中計におきましても、今後の大きな成長ドライバーである
Pureを買収した他、ブラジル、タイなどの新興国で、或いは再生可能エネルギーの分野でも重要
な投資を実行しました。その一方で、当社の海外展開の礎となりました、再保険子会社TMRの
売却なども実行しました。こうしたポートフォリオの入れ替えを通じて、当社はポートフォリ
オをマネージする力を更に強くし、将来の利益成長に向けた種まきも確実に行うことができま
した。
　この様に、前中計期間は厳しい事業環境にありましたが、課題解決を通じて経営チームは更に
強くなり、また将来に向けた布石を打つこともできました。正に、次の成長に向けて“Ready to 

go”であると自信を持っておりますし、新中計では必ずや花開かせ、結実させたいと考えています。

　一方、コロナ禍を契機に、あらゆる業種・業態においてDXが急速に進展し、またお客様のニー
ズも大きく変化しています。こうした変化は、既に進行していた変化がコロナで表面化したも
のであり、コロナの前後で課題そのものががらりと変わった訳ではありません。一方で、その変
化のスピードは2倍にも、3倍にも加速しており、もはや、2～3年先のことさえ予測できず、これ
までの「常識」、或いは「過去の成功体験」が必ずしも通用しない、むしろそこからかけ離れた感す
らある、「不連続な社会、時代」に突入したと感じています。
　変化の激しい時代にあって、お客様や社会が抱えるリスクは増加の一途であり、リスクテイク
を生業とする保険会社が果たすべき役割は大きく拡大しています。一方、こうした中、従来型の
保険ビジネスだけを続けていては、変わりゆくお客様や社会の期待にお応えし続けることがで
きなくなり、やがて成長は止まり、衰亡すらしてしまうかもしれない。この様な強い危機感が私
にはあります。だからこそ、こうした状況を、改めて真剣に受け止めた上で、私たちの原点であ
るパーパス（存在意義）に立ち戻る。そして、当社自身が大胆な変革に挑戦することで、社会課題
の解決力をもう一段高いレベルに引き上げ、持続的に成長していく。こうした決意の下、当社は
新中計（2021年4月～2024年3月）におきましても、「社会課題の解決」を戦略の真ん中に据えて、
その打ち手として「2+1の成長戦略」をスピード感を持って実行していく必要があると考えてい
ます。

　「2+1の成長戦略」の1つ目が、変化するお客様のニーズを的確に捉え、これにお応えしていく
「新しいマーケット×新しいアプローチ」です。足元グローバルには、再生可能エネルギーへの
移行やサイバーリスクの増大といった社会課題が深刻化しています。また、課題先進国である
日本におきましても、人口減少や高齢化の進行により、ヘルスケアに係る課題が山積し、地方経
済・地域企業も衰退しつつあるなど、我が国固有の社会課題も顕在化しています。こうした環境
変化は、向こう10年・20年というスパンでみても重要な社会課題であり続ける一方で、当社に
とりましては「機会」であり、「新しいマーケット」でもある。その様に捉え、新しく生まれるリス
クへの対応は勿論のこと、デジタルやデータも活用することで、従来は引受が困難であったリス
クへの対応や、事故の予防、被害軽減、早期復旧、再発防止といった価値提供領域の拡大、或いは
対面・非対面をベストミックスした顧客接点の変革など、「新しいアプローチ」を講じていきま
す。そして、価値提供のレベルを、「再生可能エネルギー、サイバーリスクなら東京海上」、「ヘル
スケア、SME（中小企業）と言えば東京海上」と呼んでいただけるまで高めていきます。
　2つ目の戦略は、「保険本業の収益力強化」です。当面、自然災害は大きなリスクであり続けま
すし、低金利も継続するでしょう。こうした簡単ではない、いかなる事業環境にあっても、お客
様に価値をお届けし、その結果として適切な収益を確保する。そのために、当社は「保険料水準
の見直し」や「事業効率の向上」などを通じた、保険本業の収益力強化に取り組んでいく必要があ
ります。
　まず、「保険料水準の見直し」ですが、日本において恒常的な赤字状態にある「火災保険の収益
改善」は待ったなしの課題です。株主の皆様から大切な資本をお預かりしている以上、全体では
黒字だからと、どんぶり勘定は許されませんし、保険契約者間の公平性の観点からも不健全だと
考えています。自然災害大国である日本に「なくてはならない」火災保険を、必ずや恒常的な赤
字から脱却させ、サステナブルな制度として再構築する。そうした不退転の決意の下、当社自身
の事業費削減努力は大前提として、保険料水準や商品の見直し、アンダーライティングの更なる
強化、そして防災・減災、早期復旧の取り組みなど、総合的な対策をスピード感を持って講じて
いきます。
　海外では、コロナによる不確実性の高まりやソーシャルインフレーションもあって、マーケッ
トのハード化*4が進行しています。ハード化の中にあって、トップラインの拡大は難しいことで
はありませんが、同時にロスコストも上昇していますので、適正な料率での引受を徹底しない
と、結局数年後にリザーブ*5を積むことで収益が悪化し、後悔することになります。従って、当
社は引き続きボトムフォーカスを堅持し、将来のロスコストを上回ることは勿論、マーケットを
上回るrate upを着実に実行することで、保険引受利益を拡大させてまいります。
　次に、「事業効率の向上」ですが、この取り組みはデジタルの活用がキーになります。デジタル
との親和性が高い、リテールビジネスを手掛ける日本とアジアを中心に、業務プロセスや働き方
の変革を更に加速することで、社内事務を徹底的に削減します。そして、創出された時間やリ
ソースを、単なる要員数の削減といった縮小均衡に繋げるのではなく、新たな社会課題の解決や
価値提供領域の拡大、人材育成、お客様への更なる寄り添いなど、人にしかできない業務に振り
向ける。この様に、人を活かし、「人の力とデジタルを融合」させることで、社会課題の解決力を
高め、更なる成長と損害率の改善を実現してまいります。
　これまでにご説明した、「新しいマーケット×新しいアプローチ」と「保険本業の収益力強化」、
この2つを軸に、「+1」の戦略として、M&Aや新規事業の立ち上げといった「次の成長ステージ
に向けた事業投資」にも取り組む必要があります。どんな時代にあろうと、長期的に価値を提供
し、世の中のお役に立ち続けていくには、「今」と「長期」という時間軸の両睨みで、手を打ってい
かなければなりません。

これまでの経営課題への対策とその成果
グローバル経営のアップグレードとポートフォリオの強化により
次の成長に向けた準備を完了

*1： 弁護士の活発な活動、
原告有利の陪審員評
決の増加などにより、
賠償金額が高騰する
事象

グループ一体経営
→P.22～25

ポートフォリオ
マネジメント力
→P.18～21

*2： リスクの分散などを
目的に、引き受けたリ
スクの一部を、再保険
を通じて、他の保険会
社に移転すること

*3： Global Retention 
Strategy Committee
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だと思います。そのために、当社はデジタルやデータも活用
し、自然災害に対しては防災・減災、ヘルスケアでは未病・予
防、この他にもモビリティやサイバーリスクなどの幅広い分
野において、価値提供領域を飛躍的に拡大する。つまり、有
事の保険金支払いに留まらず、事前・事後の安心を含め、お
客様の不安やリスクをトータルにサポートする、「ソリュー
ションプロバイダー」としての機能が益々重要となります。
この様に当社は、パーパスである「お客様の“いざ”という時」
を支えるためにも、「“いつも”支えることのできる存在」へと
進化できるよう挑戦していきたいと考えていますし、そのプ
ラットフォームとして東京海上ディーアールを2021年の
7月に立ち上げました。

　これから当社が進む道は平坦ではありませんが、この142年も、課題は沢山ありましたし、当
社は正しく課題を認識し、芯を捉えた打ち手を講じることで、幾度となく難局を乗り越えてきま
した。過去もそうであった様に、いかなる困難も必ず乗り越えることができる。そう信じて、私
たちは、熱意と一体感を持って、笑顔で、明るく前進してまいります。
　改めて、当社が事業を行うことができるのは、株主・投資家の皆様をはじめ、様々なステーク
ホルダーに支えていただいているお蔭であると、感謝しております。そして、私自身、できる限
りの時間を割いて、皆様との対話の機会を実現できるよう取り組んでまいりますし、対話の中で
いただいたご意見やご要望を経営やビジネスモデルの進化に繋げてまいります。
　当社はこれからも、社会課題の解決を通じて、全てのステークホルダーに価値を提供し続け、
皆様から信頼され、真に必要とされる良い会社、“Good Company”に一歩でも二歩でも近づい
てまいります。今後も一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

当社は46の国と地域に事業を展開し、4万人を超える「多様な人材」がいます。そして、創業時か
ら受け継いできた「自由闊達な社風」もあります。この強みを掛け合わせることで、スピーディー
で質の高い議論を通じた、更なるイノベーションの創出が可能だと私は信じています。実際に、
当社では、「D&Iの推進・浸透」を成長戦略の一丁目一番地に据え、グループベース、グローバル
に取り組みを加速していますし、私自身、あらゆる場で、「コミュニケーションにやり過ぎはな
い」と伝えています。
　一方で、いかに多様な人材が活発に論議をしても、そのめざす先がバラバラでは、成果には繋
がりません。多様な人材をひとつのチームとして結びつける、横串としてのカルチャーが非常
に重要です。そのために、私はグループカルチャー総括（CCO）としても先頭に立ち、コロナ前に
は世界中を飛び回り、足元はリモートを活用して、世界中の社員と対話を行う中で、「What is 

our business for?」と問い、全ての社員の仕事が私たちのめざすパーパスの実現に繋がってい
ることを感じてもらっています。
　理屈や権限、指示・命令で人は動きません。大切なのは、パーパスを起点に、全ての社員に内在
する「想い」を引き出し、「熱意」に火を灯すことであり、この想いと熱意こそが、見えない成長の
限界を超える、ビジネスの天井を突き破る原動力となる。そして、こうした想いや熱意を結集す
ることができれば、言葉や文字にはできない「とてつもなく大きな力」が生まれる、と私は確信し
ています。実際、10年前の東日本大震災の時もそうでした。当時私は、地域営業を統括する営業
開発部長でしたが、「困っているお客様に一刻も早く保険金をお届けしたい」という想いの強さ
が、マニュアルには書いていないアイディアや臨機応変に対応する知恵、ここぞという時の馬
力、新たな解決策を生み出し、グループの大きな力に変わったのを、今でも鮮明に、強烈に覚え
ています。
　私は、一人ひとりの行動から経営判断に至るまで、あらゆる基準の根底にパーパスが根付き、
その体現に向けて「熱意と一体感に溢れた会社」を、そして、環境変化が激しく、先が見通せない
時代だからこそ、パーパスをぶらさずに、変化に対してスピード感を持って自らを変革し、力強
く成長し続ける、そんな「しなやかでたくましい会社」を創りたい、と真剣に考え、日々取り組ん
でいます。

　足元、自然災害の激甚化やコロナ禍といった大きな環境変化の中で、社会インフラである保険
会社への期待はかつてないほど高まっています。その中で、当社が従来型の保険ビジネスに固
執し続けていては、早晩お客様のニーズや期待にお応えすることはできなくなるでしょう。従っ
て、当社が価値提供する領域を点から線、そして面へと大幅に拡大していく必要があると考えて
います。
　例えば、自然災害やサイバーリスクに対して、有事に保険金をお支払いするだけでは、今やお
客様の期待にお応えすることはできません。勿論、保険金のお支払いは保険会社にとって最も
重要な機能ですし、これを完璧に行うことは当然ではありますが、翻ってお客様にとってみれ
ば、事故は起きない方がいい。起きても被害は小さい方がよく、復旧も早い方がいい。そして、
再発はしない方がいい。こうした「事前・事後の安心」をお客様がお求めになるのは当然のこと

課題の解決に向けた取り組みを更に加速しています。例えば、“このかけがえのない地球環境を
持続可能な状態で未来世代へと引き継ぐことは私たちの責務である”という強い想いから、当社
は「お客様」「社会」「社員」「株主・投資家」に加えまして、今般「未来世代」も明確にステークホル
ダーとして位置付けました。そして、パーパスを起点に、当社が特に解決に取り組む重点領域（マ
テリアリティ）も今日的に見直し、その中で、とりわけステークホルダーの皆様の期待・関心が
高く、当社事業にとっても重要性の高いものとして、①気候変動対策の推進、②災害レジリエン
スの向上、③健やかで心豊かな生活の支援、④D&Iの推進・浸透、の4つを主要課題に定めました。
　自然災害大国である日本を母国市場とする当社にとりまして、この「①気候変動対策の推進」
「②災害レジリエンスの向上」はとりわけ重要な社会課題であることに間違いありません。世界
共通の、人類史的課題とも言われるこの領域で、当社は社会のお役に立ち続ける会社でありた
い。そして、「自然災害のリスクと共存できるレジリエントな世界」を創りたい。こうした想いか
ら、当社はグループの総力を挙げて、自然災害・気候変動対策に真正面から取り組んでいます。
　また、世界で最も高齢化が進む日本におきましては、長生きリスクや資産形成などの領域で、
お客様のニーズが顕在化していますし、グローバルにみましても、コロナ禍を契機に健康への意
識・不安が高まっています。こうしたヘルスケア領域は、これまで生損一体でお客様をお守りし
てきた当社にとりまして、正に強みが発揮できる分野です。当社はデジタルやデータも活用し、
未病・予防、健康増進などを含め、お客様のリスクをトータルにカバーする商品・サービスをご
提供することで、「誰もが安心して、自分らしく、豊かに暮らせる世界」の実現に貢献してまいり
ます。
　この様に、当社は引き続き「社会課題解決のトップランナー」という想いを持って、事業活動と
社会課題解決を循環させることで、「社会的価値」と「経済的価値（利益成長）」を同時に高めてま
いります。

　社会課題を解決し続け、持続的な成長を実現する。その土台となるのは、「人」であり、「カル
チャー」です。保険事業は形のない商品を扱うことから、以前は「紙」と「鉛筆」と「人」のビジネス
と言われていました。テクノロジーの進化によって、「紙」と「鉛筆」がなくなり、業務プロセスが
大きく変わった今日、保険は正に「People’s Business」となりましたが、ビジネスの原動力は
「人」であり、「想い」であり、「熱意」である、というのが私の信念です。
　その中で、まず重要となりますのが、グループ全社員の持てる力を最大限に引き出し、個々の
専門性や経験を掛け合わせることで、より大きな力に変えていくということです。
　私は、米国留学の経験から、D&Iの推進がイノベーションを生み出すということを肌身で実感
しています。当時、私が接したメンバーは、属性や人種、新卒/中途など、皆バックグラウンドが
大きく異なっていましたが、逆に異なっているからこそ、自分の考えをはっきりと口に出して伝
えていましたし、そこに阿吽や忖度は一切ありませんでした。一人ひとりの考え方が異なるこ
とを前提に、様々な立場から建設的に意見をぶつけ合う知的コンバットの中で、化学反応が起こ
り、そこから自分一人では想像すらできなかった様な、良いアイディアが生まれる瞬間を何度も
目の当たりにしました。そして、あるテーマでは言い争いをしていたかと思えば、次のテーマで
はそれを引きずることなく、生産的に議論を行う。とにかく、コミュニケーションが深く、スピー
ド感があり、意思決定の質も高いのです。
　こうした建設的な議論は海外だからできるのでしょうか。私は決してそうとは思いません。

　当社はお客様のリスクをお引き受けする保険会社ですので、いかなる事態に直面しても、経営
の屋台骨が崩れることがあってはならない。そうした認識から、当社はこの20年近く、グローバ
ルにリスク分散を進めてまいりました。実際、この数年間、平年を超える規模の自然災害やコロ
ナといった影響を受けていますが、その影響を利益の約2割*6に抑えることができています。た
だし、私はこれで十分とは思っていません。複雑化するリスクや社会課題に対峙するには、更な
るリスク分散や収益源の多様化が不可欠であり、当社は5年・10年先を見据えた事業投資を模索
してまいります。当社の強みが活かせる、或いはシナジーの創出が期待できる領域であれば、保
険事業に留まらず、新規事業の可能性も探求し、更に盤石な経営基盤を構築していきたいと考え
ています。
　こうした「2+1の成長戦略」を推し進めた結果としての、新中計のKPIターゲットは、「修正純
利益  CAGR+3～7%」、「修正ROE 12%程度」となります。これはM&Aを含まない、内部成長
だけで積み上げた計画でありますが、2017年にマイルストーンとして設定した中長期ターゲッ
ト「修正純利益 5,000億円超」、「修正ROE 12%程度」の達成を視野に入れた水準となります。
そして、良い案件に恵まれ、大規模なM&Aに成功すれば、更なる成長或いは達成時期の短縮も
可能となります。

　新中計は、変化の激しい3年間も当社が成長し続けていくための重要な戦略ではありますが、
これは目的ではなく、あくまでも手段です。当社は1879年の創業以来、「お客様や地域社会の“い
ざ”をお守りすること」をパーパスとしてきましたが、私たちがめざすところは、どの様な時代に
あっても変わることのない、このパーパスの実現に他なりません。今から142年前、まだサステ
ナビリティやESGという言葉が存在すらしなかった時代から、当社はその時代ごとの社会課題
を自ら探し出し、その解決に貢献することで、持続的に成長してまいりました。正に、当社の事
業そのものが社会課題の解決であり、事業を推進すればするほど、課題解決に繋がる、世のため

人のためになる。こうした想いを持って事業にあたっ
てまいりました。
　そして足元、社会の持続可能性に対する意識がグ
ローバルに高まるといった、時代の転換点を迎える中、
改めて思いますのは、当社の課題解決の取り組みに終
わりはない、正にendless journeyであるということで
す。時代が変われば、社会課題も変わり、その解決策も
変わる。これは当然のことであり、その中で大切なこと
は、時代と共に変化する課題をいち早く、正しく捉え、
解決に向けた仮説検証のサイクルをパワフルに、ス
ピーディーに実行することだと考えています。
　この様な認識の下、当社は2021年4月に「グループサ
ステナビリティ総括（CSUO）」と、C職で構成されるグ
ローバルな「サステナビリティ委員会」を新設し、社会

　ここもと保険業界は、世界中で相次ぐ自然災害や、パンデミックを引き起こした新型コロナウ
イルス、米国でのソーシャルインフレーション*1、そして低金利と、様々な難しい課題に直面し
ています。当社にとりましても、この影響は無関係ではなく、前中期経営計画期間（2018年4月
～2021年3月）は、ある意味では最も厳しい3年間であった、その様に感じています。
　他方、当社はこれらの課題に対応する中で、グローバル保険会社としての経営チームの実力と
自信を高めることができたのではないか、その様にも考えています。
　具体的には、2つの大きな成果がありました。
　まずは、当社が最も大切にしてきた「グループ一体経営を大きく進化させることができた」と
いうことです。当社はこれまで、“事業”のグローバル化のみならず、“経営”のグローバル化にも
挑戦してまいりました。例えば、買収した会社の経営トップに対しては、各社の事業を「地域や
マーケットに根差した独自のビジネスモデルで、圧倒的な競争優位を持つものにすること」はも
とより、当社グループ全体に対する貢献も求めています。実際に、彼らを資産運用や海外保険事
業の共同グループ総括として、グループレベルで起用していますし、TMHCCのCFOをTMKの
CEOに選任するなど、会社・国を跨いだ異動も行っています。この様に、優れた人材を国内外に
最適配置し、その専門性や知見を“東京海上グループOne Team”となって活用することで、欧
米と日本の経営スタイルの特長を取り入れた、「絶妙の中庸」を追求してまいりました。
　そして、こうして培ってきたグローバル経営の実力は、前中計でも大いに活かすことができま
した。例えば、Postコロナの変化や課題を特定し、当社の戦略の再点検を行うべく、グローバル
なタスクフォースを立ち上げ、グループ各社の実行戦略に組み込んだり、拡大する自然災害リス
クに対しては、保有・出再*2戦略をGRSC*3で論議し、実行したりと、芯を捉えた打ち手を講じる
ことができました。グローバルに事業を行えば、様々な課題に直面するのは当たり前ではあり
ますが、その中でカルチャーやビジネスの目的、つまり「What is our business for?」がマッチ
した世界中の仲間たちの叡智を結集して、難局を乗り越えることができた、その様に考えていま
す。改めて、信頼できる仲間さえいれば、どんな困難にも立ち向かえる、新しいことにも挑戦で
きる、そこから新たな知恵も生まれる。その様にも確信しています。
　そして、もうひとつの成果が、「保険事業のポートフォリオを更に強くできた」ということで
す。フォワードルッキングに、事業の分散や成長を見極め、ポートフォリオを絶えず最適化して
いくことは大変重要です。実際に、前中計におきましても、今後の大きな成長ドライバーである
Pureを買収した他、ブラジル、タイなどの新興国で、或いは再生可能エネルギーの分野でも重要
な投資を実行しました。その一方で、当社の海外展開の礎となりました、再保険子会社TMRの
売却なども実行しました。こうしたポートフォリオの入れ替えを通じて、当社はポートフォリ
オをマネージする力を更に強くし、将来の利益成長に向けた種まきも確実に行うことができま
した。
　この様に、前中計期間は厳しい事業環境にありましたが、課題解決を通じて経営チームは更に
強くなり、また将来に向けた布石を打つこともできました。正に、次の成長に向けて“Ready to 

go”であると自信を持っておりますし、新中計では必ずや花開かせ、結実させたいと考えています。

　一方、コロナ禍を契機に、あらゆる業種・業態においてDXが急速に進展し、またお客様のニー
ズも大きく変化しています。こうした変化は、既に進行していた変化がコロナで表面化したも
のであり、コロナの前後で課題そのものががらりと変わった訳ではありません。一方で、その変
化のスピードは2倍にも、3倍にも加速しており、もはや、2～3年先のことさえ予測できず、これ
までの「常識」、或いは「過去の成功体験」が必ずしも通用しない、むしろそこからかけ離れた感す
らある、「不連続な社会、時代」に突入したと感じています。
　変化の激しい時代にあって、お客様や社会が抱えるリスクは増加の一途であり、リスクテイク
を生業とする保険会社が果たすべき役割は大きく拡大しています。一方、こうした中、従来型の
保険ビジネスだけを続けていては、変わりゆくお客様や社会の期待にお応えし続けることがで
きなくなり、やがて成長は止まり、衰亡すらしてしまうかもしれない。この様な強い危機感が私
にはあります。だからこそ、こうした状況を、改めて真剣に受け止めた上で、私たちの原点であ
るパーパス（存在意義）に立ち戻る。そして、当社自身が大胆な変革に挑戦することで、社会課題
の解決力をもう一段高いレベルに引き上げ、持続的に成長していく。こうした決意の下、当社は
新中計（2021年4月～2024年3月）におきましても、「社会課題の解決」を戦略の真ん中に据えて、
その打ち手として「2+1の成長戦略」をスピード感を持って実行していく必要があると考えてい
ます。

　「2+1の成長戦略」の1つ目が、変化するお客様のニーズを的確に捉え、これにお応えしていく
「新しいマーケット×新しいアプローチ」です。足元グローバルには、再生可能エネルギーへの
移行やサイバーリスクの増大といった社会課題が深刻化しています。また、課題先進国である
日本におきましても、人口減少や高齢化の進行により、ヘルスケアに係る課題が山積し、地方経
済・地域企業も衰退しつつあるなど、我が国固有の社会課題も顕在化しています。こうした環境
変化は、向こう10年・20年というスパンでみても重要な社会課題であり続ける一方で、当社に
とりましては「機会」であり、「新しいマーケット」でもある。その様に捉え、新しく生まれるリス
クへの対応は勿論のこと、デジタルやデータも活用することで、従来は引受が困難であったリス
クへの対応や、事故の予防、被害軽減、早期復旧、再発防止といった価値提供領域の拡大、或いは
対面・非対面をベストミックスした顧客接点の変革など、「新しいアプローチ」を講じていきま
す。そして、価値提供のレベルを、「再生可能エネルギー、サイバーリスクなら東京海上」、「ヘル
スケア、SME（中小企業）と言えば東京海上」と呼んでいただけるまで高めていきます。
　2つ目の戦略は、「保険本業の収益力強化」です。当面、自然災害は大きなリスクであり続けま
すし、低金利も継続するでしょう。こうした簡単ではない、いかなる事業環境にあっても、お客
様に価値をお届けし、その結果として適切な収益を確保する。そのために、当社は「保険料水準
の見直し」や「事業効率の向上」などを通じた、保険本業の収益力強化に取り組んでいく必要があ
ります。
　まず、「保険料水準の見直し」ですが、日本において恒常的な赤字状態にある「火災保険の収益
改善」は待ったなしの課題です。株主の皆様から大切な資本をお預かりしている以上、全体では
黒字だからと、どんぶり勘定は許されませんし、保険契約者間の公平性の観点からも不健全だと
考えています。自然災害大国である日本に「なくてはならない」火災保険を、必ずや恒常的な赤
字から脱却させ、サステナブルな制度として再構築する。そうした不退転の決意の下、当社自身
の事業費削減努力は大前提として、保険料水準や商品の見直し、アンダーライティングの更なる
強化、そして防災・減災、早期復旧の取り組みなど、総合的な対策をスピード感を持って講じて
いきます。
　海外では、コロナによる不確実性の高まりやソーシャルインフレーションもあって、マーケッ
トのハード化*4が進行しています。ハード化の中にあって、トップラインの拡大は難しいことで
はありませんが、同時にロスコストも上昇していますので、適正な料率での引受を徹底しない
と、結局数年後にリザーブ*5を積むことで収益が悪化し、後悔することになります。従って、当
社は引き続きボトムフォーカスを堅持し、将来のロスコストを上回ることは勿論、マーケットを
上回るrate upを着実に実行することで、保険引受利益を拡大させてまいります。
　次に、「事業効率の向上」ですが、この取り組みはデジタルの活用がキーになります。デジタル
との親和性が高い、リテールビジネスを手掛ける日本とアジアを中心に、業務プロセスや働き方
の変革を更に加速することで、社内事務を徹底的に削減します。そして、創出された時間やリ
ソースを、単なる要員数の削減といった縮小均衡に繋げるのではなく、新たな社会課題の解決や
価値提供領域の拡大、人材育成、お客様への更なる寄り添いなど、人にしかできない業務に振り
向ける。この様に、人を活かし、「人の力とデジタルを融合」させることで、社会課題の解決力を
高め、更なる成長と損害率の改善を実現してまいります。
　これまでにご説明した、「新しいマーケット×新しいアプローチ」と「保険本業の収益力強化」、
この2つを軸に、「+1」の戦略として、M&Aや新規事業の立ち上げといった「次の成長ステージ
に向けた事業投資」にも取り組む必要があります。どんな時代にあろうと、長期的に価値を提供
し、世の中のお役に立ち続けていくには、「今」と「長期」という時間軸の両睨みで、手を打ってい
かなければなりません。

強い危機感に基づいた“変革と挑戦”の3ヶ年計画
「2+1の成長戦略」の実行により、
中長期ターゲット「修正純利益 5,000億円超」「修正ROE 12%程度」の実現を視野に
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だと思います。そのために、当社はデジタルやデータも活用
し、自然災害に対しては防災・減災、ヘルスケアでは未病・予
防、この他にもモビリティやサイバーリスクなどの幅広い分
野において、価値提供領域を飛躍的に拡大する。つまり、有
事の保険金支払いに留まらず、事前・事後の安心を含め、お
客様の不安やリスクをトータルにサポートする、「ソリュー
ションプロバイダー」としての機能が益々重要となります。
この様に当社は、パーパスである「お客様の“いざ”という時」
を支えるためにも、「“いつも”支えることのできる存在」へと
進化できるよう挑戦していきたいと考えていますし、そのプ
ラットフォームとして東京海上ディーアールを2021年の
7月に立ち上げました。

　これから当社が進む道は平坦ではありませんが、この142年も、課題は沢山ありましたし、当
社は正しく課題を認識し、芯を捉えた打ち手を講じることで、幾度となく難局を乗り越えてきま
した。過去もそうであった様に、いかなる困難も必ず乗り越えることができる。そう信じて、私
たちは、熱意と一体感を持って、笑顔で、明るく前進してまいります。
　改めて、当社が事業を行うことができるのは、株主・投資家の皆様をはじめ、様々なステーク
ホルダーに支えていただいているお蔭であると、感謝しております。そして、私自身、できる限
りの時間を割いて、皆様との対話の機会を実現できるよう取り組んでまいりますし、対話の中で
いただいたご意見やご要望を経営やビジネスモデルの進化に繋げてまいります。
　当社はこれからも、社会課題の解決を通じて、全てのステークホルダーに価値を提供し続け、
皆様から信頼され、真に必要とされる良い会社、“Good Company”に一歩でも二歩でも近づい
てまいります。今後も一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

当社は46の国と地域に事業を展開し、4万人を超える「多様な人材」がいます。そして、創業時か
ら受け継いできた「自由闊達な社風」もあります。この強みを掛け合わせることで、スピーディー
で質の高い議論を通じた、更なるイノベーションの創出が可能だと私は信じています。実際に、
当社では、「D&Iの推進・浸透」を成長戦略の一丁目一番地に据え、グループベース、グローバル
に取り組みを加速していますし、私自身、あらゆる場で、「コミュニケーションにやり過ぎはな
い」と伝えています。
　一方で、いかに多様な人材が活発に論議をしても、そのめざす先がバラバラでは、成果には繋
がりません。多様な人材をひとつのチームとして結びつける、横串としてのカルチャーが非常
に重要です。そのために、私はグループカルチャー総括（CCO）としても先頭に立ち、コロナ前に
は世界中を飛び回り、足元はリモートを活用して、世界中の社員と対話を行う中で、「What is 

our business for?」と問い、全ての社員の仕事が私たちのめざすパーパスの実現に繋がってい
ることを感じてもらっています。
　理屈や権限、指示・命令で人は動きません。大切なのは、パーパスを起点に、全ての社員に内在
する「想い」を引き出し、「熱意」に火を灯すことであり、この想いと熱意こそが、見えない成長の
限界を超える、ビジネスの天井を突き破る原動力となる。そして、こうした想いや熱意を結集す
ることができれば、言葉や文字にはできない「とてつもなく大きな力」が生まれる、と私は確信し
ています。実際、10年前の東日本大震災の時もそうでした。当時私は、地域営業を統括する営業
開発部長でしたが、「困っているお客様に一刻も早く保険金をお届けしたい」という想いの強さ
が、マニュアルには書いていないアイディアや臨機応変に対応する知恵、ここぞという時の馬
力、新たな解決策を生み出し、グループの大きな力に変わったのを、今でも鮮明に、強烈に覚え
ています。
　私は、一人ひとりの行動から経営判断に至るまで、あらゆる基準の根底にパーパスが根付き、
その体現に向けて「熱意と一体感に溢れた会社」を、そして、環境変化が激しく、先が見通せない
時代だからこそ、パーパスをぶらさずに、変化に対してスピード感を持って自らを変革し、力強
く成長し続ける、そんな「しなやかでたくましい会社」を創りたい、と真剣に考え、日々取り組ん
でいます。

　足元、自然災害の激甚化やコロナ禍といった大きな環境変化の中で、社会インフラである保険
会社への期待はかつてないほど高まっています。その中で、当社が従来型の保険ビジネスに固
執し続けていては、早晩お客様のニーズや期待にお応えすることはできなくなるでしょう。従っ
て、当社が価値提供する領域を点から線、そして面へと大幅に拡大していく必要があると考えて
います。
　例えば、自然災害やサイバーリスクに対して、有事に保険金をお支払いするだけでは、今やお
客様の期待にお応えすることはできません。勿論、保険金のお支払いは保険会社にとって最も
重要な機能ですし、これを完璧に行うことは当然ではありますが、翻ってお客様にとってみれ
ば、事故は起きない方がいい。起きても被害は小さい方がよく、復旧も早い方がいい。そして、
再発はしない方がいい。こうした「事前・事後の安心」をお客様がお求めになるのは当然のこと

課題の解決に向けた取り組みを更に加速しています。例えば、“このかけがえのない地球環境を
持続可能な状態で未来世代へと引き継ぐことは私たちの責務である”という強い想いから、当社
は「お客様」「社会」「社員」「株主・投資家」に加えまして、今般「未来世代」も明確にステークホル
ダーとして位置付けました。そして、パーパスを起点に、当社が特に解決に取り組む重点領域（マ
テリアリティ）も今日的に見直し、その中で、とりわけステークホルダーの皆様の期待・関心が
高く、当社事業にとっても重要性の高いものとして、①気候変動対策の推進、②災害レジリエン
スの向上、③健やかで心豊かな生活の支援、④D&Iの推進・浸透、の4つを主要課題に定めました。
　自然災害大国である日本を母国市場とする当社にとりまして、この「①気候変動対策の推進」
「②災害レジリエンスの向上」はとりわけ重要な社会課題であることに間違いありません。世界
共通の、人類史的課題とも言われるこの領域で、当社は社会のお役に立ち続ける会社でありた
い。そして、「自然災害のリスクと共存できるレジリエントな世界」を創りたい。こうした想いか
ら、当社はグループの総力を挙げて、自然災害・気候変動対策に真正面から取り組んでいます。
　また、世界で最も高齢化が進む日本におきましては、長生きリスクや資産形成などの領域で、
お客様のニーズが顕在化していますし、グローバルにみましても、コロナ禍を契機に健康への意
識・不安が高まっています。こうしたヘルスケア領域は、これまで生損一体でお客様をお守りし
てきた当社にとりまして、正に強みが発揮できる分野です。当社はデジタルやデータも活用し、
未病・予防、健康増進などを含め、お客様のリスクをトータルにカバーする商品・サービスをご
提供することで、「誰もが安心して、自分らしく、豊かに暮らせる世界」の実現に貢献してまいり
ます。
　この様に、当社は引き続き「社会課題解決のトップランナー」という想いを持って、事業活動と
社会課題解決を循環させることで、「社会的価値」と「経済的価値（利益成長）」を同時に高めてま
いります。

　社会課題を解決し続け、持続的な成長を実現する。その土台となるのは、「人」であり、「カル
チャー」です。保険事業は形のない商品を扱うことから、以前は「紙」と「鉛筆」と「人」のビジネス
と言われていました。テクノロジーの進化によって、「紙」と「鉛筆」がなくなり、業務プロセスが
大きく変わった今日、保険は正に「People’s Business」となりましたが、ビジネスの原動力は
「人」であり、「想い」であり、「熱意」である、というのが私の信念です。
　その中で、まず重要となりますのが、グループ全社員の持てる力を最大限に引き出し、個々の
専門性や経験を掛け合わせることで、より大きな力に変えていくということです。
　私は、米国留学の経験から、D&Iの推進がイノベーションを生み出すということを肌身で実感
しています。当時、私が接したメンバーは、属性や人種、新卒/中途など、皆バックグラウンドが
大きく異なっていましたが、逆に異なっているからこそ、自分の考えをはっきりと口に出して伝
えていましたし、そこに阿吽や忖度は一切ありませんでした。一人ひとりの考え方が異なるこ
とを前提に、様々な立場から建設的に意見をぶつけ合う知的コンバットの中で、化学反応が起こ
り、そこから自分一人では想像すらできなかった様な、良いアイディアが生まれる瞬間を何度も
目の当たりにしました。そして、あるテーマでは言い争いをしていたかと思えば、次のテーマで
はそれを引きずることなく、生産的に議論を行う。とにかく、コミュニケーションが深く、スピー
ド感があり、意思決定の質も高いのです。
　こうした建設的な議論は海外だからできるのでしょうか。私は決してそうとは思いません。

　当社はお客様のリスクをお引き受けする保険会社ですので、いかなる事態に直面しても、経営
の屋台骨が崩れることがあってはならない。そうした認識から、当社はこの20年近く、グローバ
ルにリスク分散を進めてまいりました。実際、この数年間、平年を超える規模の自然災害やコロ
ナといった影響を受けていますが、その影響を利益の約2割*6に抑えることができています。た
だし、私はこれで十分とは思っていません。複雑化するリスクや社会課題に対峙するには、更な
るリスク分散や収益源の多様化が不可欠であり、当社は5年・10年先を見据えた事業投資を模索
してまいります。当社の強みが活かせる、或いはシナジーの創出が期待できる領域であれば、保
険事業に留まらず、新規事業の可能性も探求し、更に盤石な経営基盤を構築していきたいと考え
ています。
　こうした「2+1の成長戦略」を推し進めた結果としての、新中計のKPIターゲットは、「修正純
利益  CAGR+3～7%」、「修正ROE 12%程度」となります。これはM&Aを含まない、内部成長
だけで積み上げた計画でありますが、2017年にマイルストーンとして設定した中長期ターゲッ
ト「修正純利益 5,000億円超」、「修正ROE 12%程度」の達成を視野に入れた水準となります。
そして、良い案件に恵まれ、大規模なM&Aに成功すれば、更なる成長或いは達成時期の短縮も
可能となります。

　新中計は、変化の激しい3年間も当社が成長し続けていくための重要な戦略ではありますが、
これは目的ではなく、あくまでも手段です。当社は1879年の創業以来、「お客様や地域社会の“い
ざ”をお守りすること」をパーパスとしてきましたが、私たちがめざすところは、どの様な時代に
あっても変わることのない、このパーパスの実現に他なりません。今から142年前、まだサステ
ナビリティやESGという言葉が存在すらしなかった時代から、当社はその時代ごとの社会課題
を自ら探し出し、その解決に貢献することで、持続的に成長してまいりました。正に、当社の事
業そのものが社会課題の解決であり、事業を推進すればするほど、課題解決に繋がる、世のため

人のためになる。こうした想いを持って事業にあたっ
てまいりました。
　そして足元、社会の持続可能性に対する意識がグ
ローバルに高まるといった、時代の転換点を迎える中、
改めて思いますのは、当社の課題解決の取り組みに終
わりはない、正にendless journeyであるということで
す。時代が変われば、社会課題も変わり、その解決策も
変わる。これは当然のことであり、その中で大切なこと
は、時代と共に変化する課題をいち早く、正しく捉え、
解決に向けた仮説検証のサイクルをパワフルに、ス
ピーディーに実行することだと考えています。
　この様な認識の下、当社は2021年4月に「グループサ
ステナビリティ総括（CSUO）」と、C職で構成されるグ
ローバルな「サステナビリティ委員会」を新設し、社会

　ここもと保険業界は、世界中で相次ぐ自然災害や、パンデミックを引き起こした新型コロナウ
イルス、米国でのソーシャルインフレーション*1、そして低金利と、様々な難しい課題に直面し
ています。当社にとりましても、この影響は無関係ではなく、前中期経営計画期間（2018年4月
～2021年3月）は、ある意味では最も厳しい3年間であった、その様に感じています。
　他方、当社はこれらの課題に対応する中で、グローバル保険会社としての経営チームの実力と
自信を高めることができたのではないか、その様にも考えています。
　具体的には、2つの大きな成果がありました。
　まずは、当社が最も大切にしてきた「グループ一体経営を大きく進化させることができた」と
いうことです。当社はこれまで、“事業”のグローバル化のみならず、“経営”のグローバル化にも
挑戦してまいりました。例えば、買収した会社の経営トップに対しては、各社の事業を「地域や
マーケットに根差した独自のビジネスモデルで、圧倒的な競争優位を持つものにすること」はも
とより、当社グループ全体に対する貢献も求めています。実際に、彼らを資産運用や海外保険事
業の共同グループ総括として、グループレベルで起用していますし、TMHCCのCFOをTMKの
CEOに選任するなど、会社・国を跨いだ異動も行っています。この様に、優れた人材を国内外に
最適配置し、その専門性や知見を“東京海上グループOne Team”となって活用することで、欧
米と日本の経営スタイルの特長を取り入れた、「絶妙の中庸」を追求してまいりました。
　そして、こうして培ってきたグローバル経営の実力は、前中計でも大いに活かすことができま
した。例えば、Postコロナの変化や課題を特定し、当社の戦略の再点検を行うべく、グローバル
なタスクフォースを立ち上げ、グループ各社の実行戦略に組み込んだり、拡大する自然災害リス
クに対しては、保有・出再*2戦略をGRSC*3で論議し、実行したりと、芯を捉えた打ち手を講じる
ことができました。グローバルに事業を行えば、様々な課題に直面するのは当たり前ではあり
ますが、その中でカルチャーやビジネスの目的、つまり「What is our business for?」がマッチ
した世界中の仲間たちの叡智を結集して、難局を乗り越えることができた、その様に考えていま
す。改めて、信頼できる仲間さえいれば、どんな困難にも立ち向かえる、新しいことにも挑戦で
きる、そこから新たな知恵も生まれる。その様にも確信しています。
　そして、もうひとつの成果が、「保険事業のポートフォリオを更に強くできた」ということで
す。フォワードルッキングに、事業の分散や成長を見極め、ポートフォリオを絶えず最適化して
いくことは大変重要です。実際に、前中計におきましても、今後の大きな成長ドライバーである
Pureを買収した他、ブラジル、タイなどの新興国で、或いは再生可能エネルギーの分野でも重要
な投資を実行しました。その一方で、当社の海外展開の礎となりました、再保険子会社TMRの
売却なども実行しました。こうしたポートフォリオの入れ替えを通じて、当社はポートフォリ
オをマネージする力を更に強くし、将来の利益成長に向けた種まきも確実に行うことができま
した。
　この様に、前中計期間は厳しい事業環境にありましたが、課題解決を通じて経営チームは更に
強くなり、また将来に向けた布石を打つこともできました。正に、次の成長に向けて“Ready to 

go”であると自信を持っておりますし、新中計では必ずや花開かせ、結実させたいと考えています。

　一方、コロナ禍を契機に、あらゆる業種・業態においてDXが急速に進展し、またお客様のニー
ズも大きく変化しています。こうした変化は、既に進行していた変化がコロナで表面化したも
のであり、コロナの前後で課題そのものががらりと変わった訳ではありません。一方で、その変
化のスピードは2倍にも、3倍にも加速しており、もはや、2～3年先のことさえ予測できず、これ
までの「常識」、或いは「過去の成功体験」が必ずしも通用しない、むしろそこからかけ離れた感す
らある、「不連続な社会、時代」に突入したと感じています。
　変化の激しい時代にあって、お客様や社会が抱えるリスクは増加の一途であり、リスクテイク
を生業とする保険会社が果たすべき役割は大きく拡大しています。一方、こうした中、従来型の
保険ビジネスだけを続けていては、変わりゆくお客様や社会の期待にお応えし続けることがで
きなくなり、やがて成長は止まり、衰亡すらしてしまうかもしれない。この様な強い危機感が私
にはあります。だからこそ、こうした状況を、改めて真剣に受け止めた上で、私たちの原点であ
るパーパス（存在意義）に立ち戻る。そして、当社自身が大胆な変革に挑戦することで、社会課題
の解決力をもう一段高いレベルに引き上げ、持続的に成長していく。こうした決意の下、当社は
新中計（2021年4月～2024年3月）におきましても、「社会課題の解決」を戦略の真ん中に据えて、
その打ち手として「2+1の成長戦略」をスピード感を持って実行していく必要があると考えてい
ます。

　「2+1の成長戦略」の1つ目が、変化するお客様のニーズを的確に捉え、これにお応えしていく
「新しいマーケット×新しいアプローチ」です。足元グローバルには、再生可能エネルギーへの
移行やサイバーリスクの増大といった社会課題が深刻化しています。また、課題先進国である
日本におきましても、人口減少や高齢化の進行により、ヘルスケアに係る課題が山積し、地方経
済・地域企業も衰退しつつあるなど、我が国固有の社会課題も顕在化しています。こうした環境
変化は、向こう10年・20年というスパンでみても重要な社会課題であり続ける一方で、当社に
とりましては「機会」であり、「新しいマーケット」でもある。その様に捉え、新しく生まれるリス
クへの対応は勿論のこと、デジタルやデータも活用することで、従来は引受が困難であったリス
クへの対応や、事故の予防、被害軽減、早期復旧、再発防止といった価値提供領域の拡大、或いは
対面・非対面をベストミックスした顧客接点の変革など、「新しいアプローチ」を講じていきま
す。そして、価値提供のレベルを、「再生可能エネルギー、サイバーリスクなら東京海上」、「ヘル
スケア、SME（中小企業）と言えば東京海上」と呼んでいただけるまで高めていきます。
　2つ目の戦略は、「保険本業の収益力強化」です。当面、自然災害は大きなリスクであり続けま
すし、低金利も継続するでしょう。こうした簡単ではない、いかなる事業環境にあっても、お客
様に価値をお届けし、その結果として適切な収益を確保する。そのために、当社は「保険料水準
の見直し」や「事業効率の向上」などを通じた、保険本業の収益力強化に取り組んでいく必要があ
ります。
　まず、「保険料水準の見直し」ですが、日本において恒常的な赤字状態にある「火災保険の収益
改善」は待ったなしの課題です。株主の皆様から大切な資本をお預かりしている以上、全体では
黒字だからと、どんぶり勘定は許されませんし、保険契約者間の公平性の観点からも不健全だと
考えています。自然災害大国である日本に「なくてはならない」火災保険を、必ずや恒常的な赤
字から脱却させ、サステナブルな制度として再構築する。そうした不退転の決意の下、当社自身
の事業費削減努力は大前提として、保険料水準や商品の見直し、アンダーライティングの更なる
強化、そして防災・減災、早期復旧の取り組みなど、総合的な対策をスピード感を持って講じて
いきます。
　海外では、コロナによる不確実性の高まりやソーシャルインフレーションもあって、マーケッ
トのハード化*4が進行しています。ハード化の中にあって、トップラインの拡大は難しいことで
はありませんが、同時にロスコストも上昇していますので、適正な料率での引受を徹底しない
と、結局数年後にリザーブ*5を積むことで収益が悪化し、後悔することになります。従って、当
社は引き続きボトムフォーカスを堅持し、将来のロスコストを上回ることは勿論、マーケットを
上回るrate upを着実に実行することで、保険引受利益を拡大させてまいります。
　次に、「事業効率の向上」ですが、この取り組みはデジタルの活用がキーになります。デジタル
との親和性が高い、リテールビジネスを手掛ける日本とアジアを中心に、業務プロセスや働き方
の変革を更に加速することで、社内事務を徹底的に削減します。そして、創出された時間やリ
ソースを、単なる要員数の削減といった縮小均衡に繋げるのではなく、新たな社会課題の解決や
価値提供領域の拡大、人材育成、お客様への更なる寄り添いなど、人にしかできない業務に振り
向ける。この様に、人を活かし、「人の力とデジタルを融合」させることで、社会課題の解決力を
高め、更なる成長と損害率の改善を実現してまいります。
　これまでにご説明した、「新しいマーケット×新しいアプローチ」と「保険本業の収益力強化」、
この2つを軸に、「+1」の戦略として、M&Aや新規事業の立ち上げといった「次の成長ステージ
に向けた事業投資」にも取り組む必要があります。どんな時代にあろうと、長期的に価値を提供
し、世の中のお役に立ち続けていくには、「今」と「長期」という時間軸の両睨みで、手を打ってい
かなければなりません。

*4： 保険料率が上昇傾向に
あること

*5： 将来の保険金支払いに
備えて積み立てる支
払備金のこと

マテリアリティへの
対応（特集3-1～3-3）
→P.78～83

火災保険の収益改善
→P.55

先進国戦略
→P.59～61

事業効率の向上を
通じた、持続的な
成長の実現
→P.56
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だと思います。そのために、当社はデジタルやデータも活用
し、自然災害に対しては防災・減災、ヘルスケアでは未病・予
防、この他にもモビリティやサイバーリスクなどの幅広い分
野において、価値提供領域を飛躍的に拡大する。つまり、有
事の保険金支払いに留まらず、事前・事後の安心を含め、お
客様の不安やリスクをトータルにサポートする、「ソリュー
ションプロバイダー」としての機能が益々重要となります。
この様に当社は、パーパスである「お客様の“いざ”という時」
を支えるためにも、「“いつも”支えることのできる存在」へと
進化できるよう挑戦していきたいと考えていますし、そのプ
ラットフォームとして東京海上ディーアールを2021年の
7月に立ち上げました。

　これから当社が進む道は平坦ではありませんが、この142年も、課題は沢山ありましたし、当
社は正しく課題を認識し、芯を捉えた打ち手を講じることで、幾度となく難局を乗り越えてきま
した。過去もそうであった様に、いかなる困難も必ず乗り越えることができる。そう信じて、私
たちは、熱意と一体感を持って、笑顔で、明るく前進してまいります。
　改めて、当社が事業を行うことができるのは、株主・投資家の皆様をはじめ、様々なステーク
ホルダーに支えていただいているお蔭であると、感謝しております。そして、私自身、できる限
りの時間を割いて、皆様との対話の機会を実現できるよう取り組んでまいりますし、対話の中で
いただいたご意見やご要望を経営やビジネスモデルの進化に繋げてまいります。
　当社はこれからも、社会課題の解決を通じて、全てのステークホルダーに価値を提供し続け、
皆様から信頼され、真に必要とされる良い会社、“Good Company”に一歩でも二歩でも近づい
てまいります。今後も一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

当社は46の国と地域に事業を展開し、4万人を超える「多様な人材」がいます。そして、創業時か
ら受け継いできた「自由闊達な社風」もあります。この強みを掛け合わせることで、スピーディー
で質の高い議論を通じた、更なるイノベーションの創出が可能だと私は信じています。実際に、
当社では、「D&Iの推進・浸透」を成長戦略の一丁目一番地に据え、グループベース、グローバル
に取り組みを加速していますし、私自身、あらゆる場で、「コミュニケーションにやり過ぎはな
い」と伝えています。
　一方で、いかに多様な人材が活発に論議をしても、そのめざす先がバラバラでは、成果には繋
がりません。多様な人材をひとつのチームとして結びつける、横串としてのカルチャーが非常
に重要です。そのために、私はグループカルチャー総括（CCO）としても先頭に立ち、コロナ前に
は世界中を飛び回り、足元はリモートを活用して、世界中の社員と対話を行う中で、「What is 

our business for?」と問い、全ての社員の仕事が私たちのめざすパーパスの実現に繋がってい
ることを感じてもらっています。
　理屈や権限、指示・命令で人は動きません。大切なのは、パーパスを起点に、全ての社員に内在
する「想い」を引き出し、「熱意」に火を灯すことであり、この想いと熱意こそが、見えない成長の
限界を超える、ビジネスの天井を突き破る原動力となる。そして、こうした想いや熱意を結集す
ることができれば、言葉や文字にはできない「とてつもなく大きな力」が生まれる、と私は確信し
ています。実際、10年前の東日本大震災の時もそうでした。当時私は、地域営業を統括する営業
開発部長でしたが、「困っているお客様に一刻も早く保険金をお届けしたい」という想いの強さ
が、マニュアルには書いていないアイディアや臨機応変に対応する知恵、ここぞという時の馬
力、新たな解決策を生み出し、グループの大きな力に変わったのを、今でも鮮明に、強烈に覚え
ています。
　私は、一人ひとりの行動から経営判断に至るまで、あらゆる基準の根底にパーパスが根付き、
その体現に向けて「熱意と一体感に溢れた会社」を、そして、環境変化が激しく、先が見通せない
時代だからこそ、パーパスをぶらさずに、変化に対してスピード感を持って自らを変革し、力強
く成長し続ける、そんな「しなやかでたくましい会社」を創りたい、と真剣に考え、日々取り組ん
でいます。

　足元、自然災害の激甚化やコロナ禍といった大きな環境変化の中で、社会インフラである保険
会社への期待はかつてないほど高まっています。その中で、当社が従来型の保険ビジネスに固
執し続けていては、早晩お客様のニーズや期待にお応えすることはできなくなるでしょう。従っ
て、当社が価値提供する領域を点から線、そして面へと大幅に拡大していく必要があると考えて
います。
　例えば、自然災害やサイバーリスクに対して、有事に保険金をお支払いするだけでは、今やお
客様の期待にお応えすることはできません。勿論、保険金のお支払いは保険会社にとって最も
重要な機能ですし、これを完璧に行うことは当然ではありますが、翻ってお客様にとってみれ
ば、事故は起きない方がいい。起きても被害は小さい方がよく、復旧も早い方がいい。そして、
再発はしない方がいい。こうした「事前・事後の安心」をお客様がお求めになるのは当然のこと

課題の解決に向けた取り組みを更に加速しています。例えば、“このかけがえのない地球環境を
持続可能な状態で未来世代へと引き継ぐことは私たちの責務である”という強い想いから、当社
は「お客様」「社会」「社員」「株主・投資家」に加えまして、今般「未来世代」も明確にステークホル
ダーとして位置付けました。そして、パーパスを起点に、当社が特に解決に取り組む重点領域（マ
テリアリティ）も今日的に見直し、その中で、とりわけステークホルダーの皆様の期待・関心が
高く、当社事業にとっても重要性の高いものとして、①気候変動対策の推進、②災害レジリエン
スの向上、③健やかで心豊かな生活の支援、④D&Iの推進・浸透、の4つを主要課題に定めました。
　自然災害大国である日本を母国市場とする当社にとりまして、この「①気候変動対策の推進」
「②災害レジリエンスの向上」はとりわけ重要な社会課題であることに間違いありません。世界
共通の、人類史的課題とも言われるこの領域で、当社は社会のお役に立ち続ける会社でありた
い。そして、「自然災害のリスクと共存できるレジリエントな世界」を創りたい。こうした想いか
ら、当社はグループの総力を挙げて、自然災害・気候変動対策に真正面から取り組んでいます。
　また、世界で最も高齢化が進む日本におきましては、長生きリスクや資産形成などの領域で、
お客様のニーズが顕在化していますし、グローバルにみましても、コロナ禍を契機に健康への意
識・不安が高まっています。こうしたヘルスケア領域は、これまで生損一体でお客様をお守りし
てきた当社にとりまして、正に強みが発揮できる分野です。当社はデジタルやデータも活用し、
未病・予防、健康増進などを含め、お客様のリスクをトータルにカバーする商品・サービスをご
提供することで、「誰もが安心して、自分らしく、豊かに暮らせる世界」の実現に貢献してまいり
ます。
　この様に、当社は引き続き「社会課題解決のトップランナー」という想いを持って、事業活動と
社会課題解決を循環させることで、「社会的価値」と「経済的価値（利益成長）」を同時に高めてま
いります。

　社会課題を解決し続け、持続的な成長を実現する。その土台となるのは、「人」であり、「カル
チャー」です。保険事業は形のない商品を扱うことから、以前は「紙」と「鉛筆」と「人」のビジネス
と言われていました。テクノロジーの進化によって、「紙」と「鉛筆」がなくなり、業務プロセスが
大きく変わった今日、保険は正に「People’s Business」となりましたが、ビジネスの原動力は
「人」であり、「想い」であり、「熱意」である、というのが私の信念です。
　その中で、まず重要となりますのが、グループ全社員の持てる力を最大限に引き出し、個々の
専門性や経験を掛け合わせることで、より大きな力に変えていくということです。
　私は、米国留学の経験から、D&Iの推進がイノベーションを生み出すということを肌身で実感
しています。当時、私が接したメンバーは、属性や人種、新卒/中途など、皆バックグラウンドが
大きく異なっていましたが、逆に異なっているからこそ、自分の考えをはっきりと口に出して伝
えていましたし、そこに阿吽や忖度は一切ありませんでした。一人ひとりの考え方が異なるこ
とを前提に、様々な立場から建設的に意見をぶつけ合う知的コンバットの中で、化学反応が起こ
り、そこから自分一人では想像すらできなかった様な、良いアイディアが生まれる瞬間を何度も
目の当たりにしました。そして、あるテーマでは言い争いをしていたかと思えば、次のテーマで
はそれを引きずることなく、生産的に議論を行う。とにかく、コミュニケーションが深く、スピー
ド感があり、意思決定の質も高いのです。
　こうした建設的な議論は海外だからできるのでしょうか。私は決してそうとは思いません。

　当社はお客様のリスクをお引き受けする保険会社ですので、いかなる事態に直面しても、経営
の屋台骨が崩れることがあってはならない。そうした認識から、当社はこの20年近く、グローバ
ルにリスク分散を進めてまいりました。実際、この数年間、平年を超える規模の自然災害やコロ
ナといった影響を受けていますが、その影響を利益の約2割*6に抑えることができています。た
だし、私はこれで十分とは思っていません。複雑化するリスクや社会課題に対峙するには、更な
るリスク分散や収益源の多様化が不可欠であり、当社は5年・10年先を見据えた事業投資を模索
してまいります。当社の強みが活かせる、或いはシナジーの創出が期待できる領域であれば、保
険事業に留まらず、新規事業の可能性も探求し、更に盤石な経営基盤を構築していきたいと考え
ています。
　こうした「2+1の成長戦略」を推し進めた結果としての、新中計のKPIターゲットは、「修正純
利益  CAGR+3～7%」、「修正ROE 12%程度」となります。これはM&Aを含まない、内部成長
だけで積み上げた計画でありますが、2017年にマイルストーンとして設定した中長期ターゲッ
ト「修正純利益 5,000億円超」、「修正ROE 12%程度」の達成を視野に入れた水準となります。
そして、良い案件に恵まれ、大規模なM&Aに成功すれば、更なる成長或いは達成時期の短縮も
可能となります。

　新中計は、変化の激しい3年間も当社が成長し続けていくための重要な戦略ではありますが、
これは目的ではなく、あくまでも手段です。当社は1879年の創業以来、「お客様や地域社会の“い
ざ”をお守りすること」をパーパスとしてきましたが、私たちがめざすところは、どの様な時代に
あっても変わることのない、このパーパスの実現に他なりません。今から142年前、まだサステ
ナビリティやESGという言葉が存在すらしなかった時代から、当社はその時代ごとの社会課題
を自ら探し出し、その解決に貢献することで、持続的に成長してまいりました。正に、当社の事
業そのものが社会課題の解決であり、事業を推進すればするほど、課題解決に繋がる、世のため

人のためになる。こうした想いを持って事業にあたっ
てまいりました。
　そして足元、社会の持続可能性に対する意識がグ
ローバルに高まるといった、時代の転換点を迎える中、
改めて思いますのは、当社の課題解決の取り組みに終
わりはない、正にendless journeyであるということで
す。時代が変われば、社会課題も変わり、その解決策も
変わる。これは当然のことであり、その中で大切なこと
は、時代と共に変化する課題をいち早く、正しく捉え、
解決に向けた仮説検証のサイクルをパワフルに、ス
ピーディーに実行することだと考えています。
　この様な認識の下、当社は2021年4月に「グループサ
ステナビリティ総括（CSUO）」と、C職で構成されるグ
ローバルな「サステナビリティ委員会」を新設し、社会

　ここもと保険業界は、世界中で相次ぐ自然災害や、パンデミックを引き起こした新型コロナウ
イルス、米国でのソーシャルインフレーション*1、そして低金利と、様々な難しい課題に直面し
ています。当社にとりましても、この影響は無関係ではなく、前中期経営計画期間（2018年4月
～2021年3月）は、ある意味では最も厳しい3年間であった、その様に感じています。
　他方、当社はこれらの課題に対応する中で、グローバル保険会社としての経営チームの実力と
自信を高めることができたのではないか、その様にも考えています。
　具体的には、2つの大きな成果がありました。
　まずは、当社が最も大切にしてきた「グループ一体経営を大きく進化させることができた」と
いうことです。当社はこれまで、“事業”のグローバル化のみならず、“経営”のグローバル化にも
挑戦してまいりました。例えば、買収した会社の経営トップに対しては、各社の事業を「地域や
マーケットに根差した独自のビジネスモデルで、圧倒的な競争優位を持つものにすること」はも
とより、当社グループ全体に対する貢献も求めています。実際に、彼らを資産運用や海外保険事
業の共同グループ総括として、グループレベルで起用していますし、TMHCCのCFOをTMKの
CEOに選任するなど、会社・国を跨いだ異動も行っています。この様に、優れた人材を国内外に
最適配置し、その専門性や知見を“東京海上グループOne Team”となって活用することで、欧
米と日本の経営スタイルの特長を取り入れた、「絶妙の中庸」を追求してまいりました。
　そして、こうして培ってきたグローバル経営の実力は、前中計でも大いに活かすことができま
した。例えば、Postコロナの変化や課題を特定し、当社の戦略の再点検を行うべく、グローバル
なタスクフォースを立ち上げ、グループ各社の実行戦略に組み込んだり、拡大する自然災害リス
クに対しては、保有・出再*2戦略をGRSC*3で論議し、実行したりと、芯を捉えた打ち手を講じる
ことができました。グローバルに事業を行えば、様々な課題に直面するのは当たり前ではあり
ますが、その中でカルチャーやビジネスの目的、つまり「What is our business for?」がマッチ
した世界中の仲間たちの叡智を結集して、難局を乗り越えることができた、その様に考えていま
す。改めて、信頼できる仲間さえいれば、どんな困難にも立ち向かえる、新しいことにも挑戦で
きる、そこから新たな知恵も生まれる。その様にも確信しています。
　そして、もうひとつの成果が、「保険事業のポートフォリオを更に強くできた」ということで
す。フォワードルッキングに、事業の分散や成長を見極め、ポートフォリオを絶えず最適化して
いくことは大変重要です。実際に、前中計におきましても、今後の大きな成長ドライバーである
Pureを買収した他、ブラジル、タイなどの新興国で、或いは再生可能エネルギーの分野でも重要
な投資を実行しました。その一方で、当社の海外展開の礎となりました、再保険子会社TMRの
売却なども実行しました。こうしたポートフォリオの入れ替えを通じて、当社はポートフォリ
オをマネージする力を更に強くし、将来の利益成長に向けた種まきも確実に行うことができま
した。
　この様に、前中計期間は厳しい事業環境にありましたが、課題解決を通じて経営チームは更に
強くなり、また将来に向けた布石を打つこともできました。正に、次の成長に向けて“Ready to 

go”であると自信を持っておりますし、新中計では必ずや花開かせ、結実させたいと考えています。

　一方、コロナ禍を契機に、あらゆる業種・業態においてDXが急速に進展し、またお客様のニー
ズも大きく変化しています。こうした変化は、既に進行していた変化がコロナで表面化したも
のであり、コロナの前後で課題そのものががらりと変わった訳ではありません。一方で、その変
化のスピードは2倍にも、3倍にも加速しており、もはや、2～3年先のことさえ予測できず、これ
までの「常識」、或いは「過去の成功体験」が必ずしも通用しない、むしろそこからかけ離れた感す
らある、「不連続な社会、時代」に突入したと感じています。
　変化の激しい時代にあって、お客様や社会が抱えるリスクは増加の一途であり、リスクテイク
を生業とする保険会社が果たすべき役割は大きく拡大しています。一方、こうした中、従来型の
保険ビジネスだけを続けていては、変わりゆくお客様や社会の期待にお応えし続けることがで
きなくなり、やがて成長は止まり、衰亡すらしてしまうかもしれない。この様な強い危機感が私
にはあります。だからこそ、こうした状況を、改めて真剣に受け止めた上で、私たちの原点であ
るパーパス（存在意義）に立ち戻る。そして、当社自身が大胆な変革に挑戦することで、社会課題
の解決力をもう一段高いレベルに引き上げ、持続的に成長していく。こうした決意の下、当社は
新中計（2021年4月～2024年3月）におきましても、「社会課題の解決」を戦略の真ん中に据えて、
その打ち手として「2+1の成長戦略」をスピード感を持って実行していく必要があると考えてい
ます。

　「2+1の成長戦略」の1つ目が、変化するお客様のニーズを的確に捉え、これにお応えしていく
「新しいマーケット×新しいアプローチ」です。足元グローバルには、再生可能エネルギーへの
移行やサイバーリスクの増大といった社会課題が深刻化しています。また、課題先進国である
日本におきましても、人口減少や高齢化の進行により、ヘルスケアに係る課題が山積し、地方経
済・地域企業も衰退しつつあるなど、我が国固有の社会課題も顕在化しています。こうした環境
変化は、向こう10年・20年というスパンでみても重要な社会課題であり続ける一方で、当社に
とりましては「機会」であり、「新しいマーケット」でもある。その様に捉え、新しく生まれるリス
クへの対応は勿論のこと、デジタルやデータも活用することで、従来は引受が困難であったリス
クへの対応や、事故の予防、被害軽減、早期復旧、再発防止といった価値提供領域の拡大、或いは
対面・非対面をベストミックスした顧客接点の変革など、「新しいアプローチ」を講じていきま
す。そして、価値提供のレベルを、「再生可能エネルギー、サイバーリスクなら東京海上」、「ヘル
スケア、SME（中小企業）と言えば東京海上」と呼んでいただけるまで高めていきます。
　2つ目の戦略は、「保険本業の収益力強化」です。当面、自然災害は大きなリスクであり続けま
すし、低金利も継続するでしょう。こうした簡単ではない、いかなる事業環境にあっても、お客
様に価値をお届けし、その結果として適切な収益を確保する。そのために、当社は「保険料水準
の見直し」や「事業効率の向上」などを通じた、保険本業の収益力強化に取り組んでいく必要があ
ります。
　まず、「保険料水準の見直し」ですが、日本において恒常的な赤字状態にある「火災保険の収益
改善」は待ったなしの課題です。株主の皆様から大切な資本をお預かりしている以上、全体では
黒字だからと、どんぶり勘定は許されませんし、保険契約者間の公平性の観点からも不健全だと
考えています。自然災害大国である日本に「なくてはならない」火災保険を、必ずや恒常的な赤
字から脱却させ、サステナブルな制度として再構築する。そうした不退転の決意の下、当社自身
の事業費削減努力は大前提として、保険料水準や商品の見直し、アンダーライティングの更なる
強化、そして防災・減災、早期復旧の取り組みなど、総合的な対策をスピード感を持って講じて
いきます。
　海外では、コロナによる不確実性の高まりやソーシャルインフレーションもあって、マーケッ
トのハード化*4が進行しています。ハード化の中にあって、トップラインの拡大は難しいことで
はありませんが、同時にロスコストも上昇していますので、適正な料率での引受を徹底しない
と、結局数年後にリザーブ*5を積むことで収益が悪化し、後悔することになります。従って、当
社は引き続きボトムフォーカスを堅持し、将来のロスコストを上回ることは勿論、マーケットを
上回るrate upを着実に実行することで、保険引受利益を拡大させてまいります。
　次に、「事業効率の向上」ですが、この取り組みはデジタルの活用がキーになります。デジタル
との親和性が高い、リテールビジネスを手掛ける日本とアジアを中心に、業務プロセスや働き方
の変革を更に加速することで、社内事務を徹底的に削減します。そして、創出された時間やリ
ソースを、単なる要員数の削減といった縮小均衡に繋げるのではなく、新たな社会課題の解決や
価値提供領域の拡大、人材育成、お客様への更なる寄り添いなど、人にしかできない業務に振り
向ける。この様に、人を活かし、「人の力とデジタルを融合」させることで、社会課題の解決力を
高め、更なる成長と損害率の改善を実現してまいります。
　これまでにご説明した、「新しいマーケット×新しいアプローチ」と「保険本業の収益力強化」、
この2つを軸に、「+1」の戦略として、M&Aや新規事業の立ち上げといった「次の成長ステージ
に向けた事業投資」にも取り組む必要があります。どんな時代にあろうと、長期的に価値を提供
し、世の中のお役に立ち続けていくには、「今」と「長期」という時間軸の両睨みで、手を打ってい
かなければなりません。

時代の転換点の中で、パーパス経営を更に加速
事業活動と社会課題解決を循環させることで、
「社会的価値」と「経済的価値（利益成長）」を同時に高めていく

パーパス（存在意義）
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だと思います。そのために、当社はデジタルやデータも活用
し、自然災害に対しては防災・減災、ヘルスケアでは未病・予
防、この他にもモビリティやサイバーリスクなどの幅広い分
野において、価値提供領域を飛躍的に拡大する。つまり、有
事の保険金支払いに留まらず、事前・事後の安心を含め、お
客様の不安やリスクをトータルにサポートする、「ソリュー
ションプロバイダー」としての機能が益々重要となります。
この様に当社は、パーパスである「お客様の“いざ”という時」
を支えるためにも、「“いつも”支えることのできる存在」へと
進化できるよう挑戦していきたいと考えていますし、そのプ
ラットフォームとして東京海上ディーアールを2021年の
7月に立ち上げました。

　これから当社が進む道は平坦ではありませんが、この142年も、課題は沢山ありましたし、当
社は正しく課題を認識し、芯を捉えた打ち手を講じることで、幾度となく難局を乗り越えてきま
した。過去もそうであった様に、いかなる困難も必ず乗り越えることができる。そう信じて、私
たちは、熱意と一体感を持って、笑顔で、明るく前進してまいります。
　改めて、当社が事業を行うことができるのは、株主・投資家の皆様をはじめ、様々なステーク
ホルダーに支えていただいているお蔭であると、感謝しております。そして、私自身、できる限
りの時間を割いて、皆様との対話の機会を実現できるよう取り組んでまいりますし、対話の中で
いただいたご意見やご要望を経営やビジネスモデルの進化に繋げてまいります。
　当社はこれからも、社会課題の解決を通じて、全てのステークホルダーに価値を提供し続け、
皆様から信頼され、真に必要とされる良い会社、“Good Company”に一歩でも二歩でも近づい
てまいります。今後も一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

当社は46の国と地域に事業を展開し、4万人を超える「多様な人材」がいます。そして、創業時か
ら受け継いできた「自由闊達な社風」もあります。この強みを掛け合わせることで、スピーディー
で質の高い議論を通じた、更なるイノベーションの創出が可能だと私は信じています。実際に、
当社では、「D&Iの推進・浸透」を成長戦略の一丁目一番地に据え、グループベース、グローバル
に取り組みを加速していますし、私自身、あらゆる場で、「コミュニケーションにやり過ぎはな
い」と伝えています。
　一方で、いかに多様な人材が活発に論議をしても、そのめざす先がバラバラでは、成果には繋
がりません。多様な人材をひとつのチームとして結びつける、横串としてのカルチャーが非常
に重要です。そのために、私はグループカルチャー総括（CCO）としても先頭に立ち、コロナ前に
は世界中を飛び回り、足元はリモートを活用して、世界中の社員と対話を行う中で、「What is 

our business for?」と問い、全ての社員の仕事が私たちのめざすパーパスの実現に繋がってい
ることを感じてもらっています。
　理屈や権限、指示・命令で人は動きません。大切なのは、パーパスを起点に、全ての社員に内在
する「想い」を引き出し、「熱意」に火を灯すことであり、この想いと熱意こそが、見えない成長の
限界を超える、ビジネスの天井を突き破る原動力となる。そして、こうした想いや熱意を結集す
ることができれば、言葉や文字にはできない「とてつもなく大きな力」が生まれる、と私は確信し
ています。実際、10年前の東日本大震災の時もそうでした。当時私は、地域営業を統括する営業
開発部長でしたが、「困っているお客様に一刻も早く保険金をお届けしたい」という想いの強さ
が、マニュアルには書いていないアイディアや臨機応変に対応する知恵、ここぞという時の馬
力、新たな解決策を生み出し、グループの大きな力に変わったのを、今でも鮮明に、強烈に覚え
ています。
　私は、一人ひとりの行動から経営判断に至るまで、あらゆる基準の根底にパーパスが根付き、
その体現に向けて「熱意と一体感に溢れた会社」を、そして、環境変化が激しく、先が見通せない
時代だからこそ、パーパスをぶらさずに、変化に対してスピード感を持って自らを変革し、力強
く成長し続ける、そんな「しなやかでたくましい会社」を創りたい、と真剣に考え、日々取り組ん
でいます。

　足元、自然災害の激甚化やコロナ禍といった大きな環境変化の中で、社会インフラである保険
会社への期待はかつてないほど高まっています。その中で、当社が従来型の保険ビジネスに固
執し続けていては、早晩お客様のニーズや期待にお応えすることはできなくなるでしょう。従っ
て、当社が価値提供する領域を点から線、そして面へと大幅に拡大していく必要があると考えて
います。
　例えば、自然災害やサイバーリスクに対して、有事に保険金をお支払いするだけでは、今やお
客様の期待にお応えすることはできません。勿論、保険金のお支払いは保険会社にとって最も
重要な機能ですし、これを完璧に行うことは当然ではありますが、翻ってお客様にとってみれ
ば、事故は起きない方がいい。起きても被害は小さい方がよく、復旧も早い方がいい。そして、
再発はしない方がいい。こうした「事前・事後の安心」をお客様がお求めになるのは当然のこと

課題の解決に向けた取り組みを更に加速しています。例えば、“このかけがえのない地球環境を
持続可能な状態で未来世代へと引き継ぐことは私たちの責務である”という強い想いから、当社
は「お客様」「社会」「社員」「株主・投資家」に加えまして、今般「未来世代」も明確にステークホル
ダーとして位置付けました。そして、パーパスを起点に、当社が特に解決に取り組む重点領域（マ
テリアリティ）も今日的に見直し、その中で、とりわけステークホルダーの皆様の期待・関心が
高く、当社事業にとっても重要性の高いものとして、①気候変動対策の推進、②災害レジリエン
スの向上、③健やかで心豊かな生活の支援、④D&Iの推進・浸透、の4つを主要課題に定めました。
　自然災害大国である日本を母国市場とする当社にとりまして、この「①気候変動対策の推進」
「②災害レジリエンスの向上」はとりわけ重要な社会課題であることに間違いありません。世界
共通の、人類史的課題とも言われるこの領域で、当社は社会のお役に立ち続ける会社でありた
い。そして、「自然災害のリスクと共存できるレジリエントな世界」を創りたい。こうした想いか
ら、当社はグループの総力を挙げて、自然災害・気候変動対策に真正面から取り組んでいます。
　また、世界で最も高齢化が進む日本におきましては、長生きリスクや資産形成などの領域で、
お客様のニーズが顕在化していますし、グローバルにみましても、コロナ禍を契機に健康への意
識・不安が高まっています。こうしたヘルスケア領域は、これまで生損一体でお客様をお守りし
てきた当社にとりまして、正に強みが発揮できる分野です。当社はデジタルやデータも活用し、
未病・予防、健康増進などを含め、お客様のリスクをトータルにカバーする商品・サービスをご
提供することで、「誰もが安心して、自分らしく、豊かに暮らせる世界」の実現に貢献してまいり
ます。
　この様に、当社は引き続き「社会課題解決のトップランナー」という想いを持って、事業活動と
社会課題解決を循環させることで、「社会的価値」と「経済的価値（利益成長）」を同時に高めてま
いります。

　社会課題を解決し続け、持続的な成長を実現する。その土台となるのは、「人」であり、「カル
チャー」です。保険事業は形のない商品を扱うことから、以前は「紙」と「鉛筆」と「人」のビジネス
と言われていました。テクノロジーの進化によって、「紙」と「鉛筆」がなくなり、業務プロセスが
大きく変わった今日、保険は正に「People’s Business」となりましたが、ビジネスの原動力は
「人」であり、「想い」であり、「熱意」である、というのが私の信念です。
　その中で、まず重要となりますのが、グループ全社員の持てる力を最大限に引き出し、個々の
専門性や経験を掛け合わせることで、より大きな力に変えていくということです。
　私は、米国留学の経験から、D&Iの推進がイノベーションを生み出すということを肌身で実感
しています。当時、私が接したメンバーは、属性や人種、新卒/中途など、皆バックグラウンドが
大きく異なっていましたが、逆に異なっているからこそ、自分の考えをはっきりと口に出して伝
えていましたし、そこに阿吽や忖度は一切ありませんでした。一人ひとりの考え方が異なるこ
とを前提に、様々な立場から建設的に意見をぶつけ合う知的コンバットの中で、化学反応が起こ
り、そこから自分一人では想像すらできなかった様な、良いアイディアが生まれる瞬間を何度も
目の当たりにしました。そして、あるテーマでは言い争いをしていたかと思えば、次のテーマで
はそれを引きずることなく、生産的に議論を行う。とにかく、コミュニケーションが深く、スピー
ド感があり、意思決定の質も高いのです。
　こうした建設的な議論は海外だからできるのでしょうか。私は決してそうとは思いません。

　当社はお客様のリスクをお引き受けする保険会社ですので、いかなる事態に直面しても、経営
の屋台骨が崩れることがあってはならない。そうした認識から、当社はこの20年近く、グローバ
ルにリスク分散を進めてまいりました。実際、この数年間、平年を超える規模の自然災害やコロ
ナといった影響を受けていますが、その影響を利益の約2割*6に抑えることができています。た
だし、私はこれで十分とは思っていません。複雑化するリスクや社会課題に対峙するには、更な
るリスク分散や収益源の多様化が不可欠であり、当社は5年・10年先を見据えた事業投資を模索
してまいります。当社の強みが活かせる、或いはシナジーの創出が期待できる領域であれば、保
険事業に留まらず、新規事業の可能性も探求し、更に盤石な経営基盤を構築していきたいと考え
ています。
　こうした「2+1の成長戦略」を推し進めた結果としての、新中計のKPIターゲットは、「修正純
利益  CAGR+3～7%」、「修正ROE 12%程度」となります。これはM&Aを含まない、内部成長
だけで積み上げた計画でありますが、2017年にマイルストーンとして設定した中長期ターゲッ
ト「修正純利益 5,000億円超」、「修正ROE 12%程度」の達成を視野に入れた水準となります。
そして、良い案件に恵まれ、大規模なM&Aに成功すれば、更なる成長或いは達成時期の短縮も
可能となります。

　新中計は、変化の激しい3年間も当社が成長し続けていくための重要な戦略ではありますが、
これは目的ではなく、あくまでも手段です。当社は1879年の創業以来、「お客様や地域社会の“い
ざ”をお守りすること」をパーパスとしてきましたが、私たちがめざすところは、どの様な時代に
あっても変わることのない、このパーパスの実現に他なりません。今から142年前、まだサステ
ナビリティやESGという言葉が存在すらしなかった時代から、当社はその時代ごとの社会課題
を自ら探し出し、その解決に貢献することで、持続的に成長してまいりました。正に、当社の事
業そのものが社会課題の解決であり、事業を推進すればするほど、課題解決に繋がる、世のため

人のためになる。こうした想いを持って事業にあたっ
てまいりました。
　そして足元、社会の持続可能性に対する意識がグ
ローバルに高まるといった、時代の転換点を迎える中、
改めて思いますのは、当社の課題解決の取り組みに終
わりはない、正にendless journeyであるということで
す。時代が変われば、社会課題も変わり、その解決策も
変わる。これは当然のことであり、その中で大切なこと
は、時代と共に変化する課題をいち早く、正しく捉え、
解決に向けた仮説検証のサイクルをパワフルに、ス
ピーディーに実行することだと考えています。
　この様な認識の下、当社は2021年4月に「グループサ
ステナビリティ総括（CSUO）」と、C職で構成されるグ
ローバルな「サステナビリティ委員会」を新設し、社会

　ここもと保険業界は、世界中で相次ぐ自然災害や、パンデミックを引き起こした新型コロナウ
イルス、米国でのソーシャルインフレーション*1、そして低金利と、様々な難しい課題に直面し
ています。当社にとりましても、この影響は無関係ではなく、前中期経営計画期間（2018年4月
～2021年3月）は、ある意味では最も厳しい3年間であった、その様に感じています。
　他方、当社はこれらの課題に対応する中で、グローバル保険会社としての経営チームの実力と
自信を高めることができたのではないか、その様にも考えています。
　具体的には、2つの大きな成果がありました。
　まずは、当社が最も大切にしてきた「グループ一体経営を大きく進化させることができた」と
いうことです。当社はこれまで、“事業”のグローバル化のみならず、“経営”のグローバル化にも
挑戦してまいりました。例えば、買収した会社の経営トップに対しては、各社の事業を「地域や
マーケットに根差した独自のビジネスモデルで、圧倒的な競争優位を持つものにすること」はも
とより、当社グループ全体に対する貢献も求めています。実際に、彼らを資産運用や海外保険事
業の共同グループ総括として、グループレベルで起用していますし、TMHCCのCFOをTMKの
CEOに選任するなど、会社・国を跨いだ異動も行っています。この様に、優れた人材を国内外に
最適配置し、その専門性や知見を“東京海上グループOne Team”となって活用することで、欧
米と日本の経営スタイルの特長を取り入れた、「絶妙の中庸」を追求してまいりました。
　そして、こうして培ってきたグローバル経営の実力は、前中計でも大いに活かすことができま
した。例えば、Postコロナの変化や課題を特定し、当社の戦略の再点検を行うべく、グローバル
なタスクフォースを立ち上げ、グループ各社の実行戦略に組み込んだり、拡大する自然災害リス
クに対しては、保有・出再*2戦略をGRSC*3で論議し、実行したりと、芯を捉えた打ち手を講じる
ことができました。グローバルに事業を行えば、様々な課題に直面するのは当たり前ではあり
ますが、その中でカルチャーやビジネスの目的、つまり「What is our business for?」がマッチ
した世界中の仲間たちの叡智を結集して、難局を乗り越えることができた、その様に考えていま
す。改めて、信頼できる仲間さえいれば、どんな困難にも立ち向かえる、新しいことにも挑戦で
きる、そこから新たな知恵も生まれる。その様にも確信しています。
　そして、もうひとつの成果が、「保険事業のポートフォリオを更に強くできた」ということで
す。フォワードルッキングに、事業の分散や成長を見極め、ポートフォリオを絶えず最適化して
いくことは大変重要です。実際に、前中計におきましても、今後の大きな成長ドライバーである
Pureを買収した他、ブラジル、タイなどの新興国で、或いは再生可能エネルギーの分野でも重要
な投資を実行しました。その一方で、当社の海外展開の礎となりました、再保険子会社TMRの
売却なども実行しました。こうしたポートフォリオの入れ替えを通じて、当社はポートフォリ
オをマネージする力を更に強くし、将来の利益成長に向けた種まきも確実に行うことができま
した。
　この様に、前中計期間は厳しい事業環境にありましたが、課題解決を通じて経営チームは更に
強くなり、また将来に向けた布石を打つこともできました。正に、次の成長に向けて“Ready to 

go”であると自信を持っておりますし、新中計では必ずや花開かせ、結実させたいと考えています。

　一方、コロナ禍を契機に、あらゆる業種・業態においてDXが急速に進展し、またお客様のニー
ズも大きく変化しています。こうした変化は、既に進行していた変化がコロナで表面化したも
のであり、コロナの前後で課題そのものががらりと変わった訳ではありません。一方で、その変
化のスピードは2倍にも、3倍にも加速しており、もはや、2～3年先のことさえ予測できず、これ
までの「常識」、或いは「過去の成功体験」が必ずしも通用しない、むしろそこからかけ離れた感す
らある、「不連続な社会、時代」に突入したと感じています。
　変化の激しい時代にあって、お客様や社会が抱えるリスクは増加の一途であり、リスクテイク
を生業とする保険会社が果たすべき役割は大きく拡大しています。一方、こうした中、従来型の
保険ビジネスだけを続けていては、変わりゆくお客様や社会の期待にお応えし続けることがで
きなくなり、やがて成長は止まり、衰亡すらしてしまうかもしれない。この様な強い危機感が私
にはあります。だからこそ、こうした状況を、改めて真剣に受け止めた上で、私たちの原点であ
るパーパス（存在意義）に立ち戻る。そして、当社自身が大胆な変革に挑戦することで、社会課題
の解決力をもう一段高いレベルに引き上げ、持続的に成長していく。こうした決意の下、当社は
新中計（2021年4月～2024年3月）におきましても、「社会課題の解決」を戦略の真ん中に据えて、
その打ち手として「2+1の成長戦略」をスピード感を持って実行していく必要があると考えてい
ます。

　「2+1の成長戦略」の1つ目が、変化するお客様のニーズを的確に捉え、これにお応えしていく
「新しいマーケット×新しいアプローチ」です。足元グローバルには、再生可能エネルギーへの
移行やサイバーリスクの増大といった社会課題が深刻化しています。また、課題先進国である
日本におきましても、人口減少や高齢化の進行により、ヘルスケアに係る課題が山積し、地方経
済・地域企業も衰退しつつあるなど、我が国固有の社会課題も顕在化しています。こうした環境
変化は、向こう10年・20年というスパンでみても重要な社会課題であり続ける一方で、当社に
とりましては「機会」であり、「新しいマーケット」でもある。その様に捉え、新しく生まれるリス
クへの対応は勿論のこと、デジタルやデータも活用することで、従来は引受が困難であったリス
クへの対応や、事故の予防、被害軽減、早期復旧、再発防止といった価値提供領域の拡大、或いは
対面・非対面をベストミックスした顧客接点の変革など、「新しいアプローチ」を講じていきま
す。そして、価値提供のレベルを、「再生可能エネルギー、サイバーリスクなら東京海上」、「ヘル
スケア、SME（中小企業）と言えば東京海上」と呼んでいただけるまで高めていきます。
　2つ目の戦略は、「保険本業の収益力強化」です。当面、自然災害は大きなリスクであり続けま
すし、低金利も継続するでしょう。こうした簡単ではない、いかなる事業環境にあっても、お客
様に価値をお届けし、その結果として適切な収益を確保する。そのために、当社は「保険料水準
の見直し」や「事業効率の向上」などを通じた、保険本業の収益力強化に取り組んでいく必要があ
ります。
　まず、「保険料水準の見直し」ですが、日本において恒常的な赤字状態にある「火災保険の収益
改善」は待ったなしの課題です。株主の皆様から大切な資本をお預かりしている以上、全体では
黒字だからと、どんぶり勘定は許されませんし、保険契約者間の公平性の観点からも不健全だと
考えています。自然災害大国である日本に「なくてはならない」火災保険を、必ずや恒常的な赤
字から脱却させ、サステナブルな制度として再構築する。そうした不退転の決意の下、当社自身
の事業費削減努力は大前提として、保険料水準や商品の見直し、アンダーライティングの更なる
強化、そして防災・減災、早期復旧の取り組みなど、総合的な対策をスピード感を持って講じて
いきます。
　海外では、コロナによる不確実性の高まりやソーシャルインフレーションもあって、マーケッ
トのハード化*4が進行しています。ハード化の中にあって、トップラインの拡大は難しいことで
はありませんが、同時にロスコストも上昇していますので、適正な料率での引受を徹底しない
と、結局数年後にリザーブ*5を積むことで収益が悪化し、後悔することになります。従って、当
社は引き続きボトムフォーカスを堅持し、将来のロスコストを上回ることは勿論、マーケットを
上回るrate upを着実に実行することで、保険引受利益を拡大させてまいります。
　次に、「事業効率の向上」ですが、この取り組みはデジタルの活用がキーになります。デジタル
との親和性が高い、リテールビジネスを手掛ける日本とアジアを中心に、業務プロセスや働き方
の変革を更に加速することで、社内事務を徹底的に削減します。そして、創出された時間やリ
ソースを、単なる要員数の削減といった縮小均衡に繋げるのではなく、新たな社会課題の解決や
価値提供領域の拡大、人材育成、お客様への更なる寄り添いなど、人にしかできない業務に振り
向ける。この様に、人を活かし、「人の力とデジタルを融合」させることで、社会課題の解決力を
高め、更なる成長と損害率の改善を実現してまいります。
　これまでにご説明した、「新しいマーケット×新しいアプローチ」と「保険本業の収益力強化」、
この2つを軸に、「+1」の戦略として、M&Aや新規事業の立ち上げといった「次の成長ステージ
に向けた事業投資」にも取り組む必要があります。どんな時代にあろうと、長期的に価値を提供
し、世の中のお役に立ち続けていくには、「今」と「長期」という時間軸の両睨みで、手を打ってい
かなければなりません。

D&Iの推進とパーパスの浸透を通じて、4万人を超える
社員の想い、熱意を結集し、より大きな力に変えていく

サステナビリティ
経営
→P.70～77

特集3-1  再生可能
エネルギーの普及
促進
→P.78～79

TCFD提言に基づく
情報開示
→P.84～91

特集3-3  ヘルスケア
分野における社会課題
への対応
→P.82～83
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だと思います。そのために、当社はデジタルやデータも活用
し、自然災害に対しては防災・減災、ヘルスケアでは未病・予
防、この他にもモビリティやサイバーリスクなどの幅広い分
野において、価値提供領域を飛躍的に拡大する。つまり、有
事の保険金支払いに留まらず、事前・事後の安心を含め、お
客様の不安やリスクをトータルにサポートする、「ソリュー
ションプロバイダー」としての機能が益々重要となります。
この様に当社は、パーパスである「お客様の“いざ”という時」
を支えるためにも、「“いつも”支えることのできる存在」へと
進化できるよう挑戦していきたいと考えていますし、そのプ
ラットフォームとして東京海上ディーアールを2021年の
7月に立ち上げました。

　これから当社が進む道は平坦ではありませんが、この142年も、課題は沢山ありましたし、当
社は正しく課題を認識し、芯を捉えた打ち手を講じることで、幾度となく難局を乗り越えてきま
した。過去もそうであった様に、いかなる困難も必ず乗り越えることができる。そう信じて、私
たちは、熱意と一体感を持って、笑顔で、明るく前進してまいります。
　改めて、当社が事業を行うことができるのは、株主・投資家の皆様をはじめ、様々なステーク
ホルダーに支えていただいているお蔭であると、感謝しております。そして、私自身、できる限
りの時間を割いて、皆様との対話の機会を実現できるよう取り組んでまいりますし、対話の中で
いただいたご意見やご要望を経営やビジネスモデルの進化に繋げてまいります。
　当社はこれからも、社会課題の解決を通じて、全てのステークホルダーに価値を提供し続け、
皆様から信頼され、真に必要とされる良い会社、“Good Company”に一歩でも二歩でも近づい
てまいります。今後も一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

当社は46の国と地域に事業を展開し、4万人を超える「多様な人材」がいます。そして、創業時か
ら受け継いできた「自由闊達な社風」もあります。この強みを掛け合わせることで、スピーディー
で質の高い議論を通じた、更なるイノベーションの創出が可能だと私は信じています。実際に、
当社では、「D&Iの推進・浸透」を成長戦略の一丁目一番地に据え、グループベース、グローバル
に取り組みを加速していますし、私自身、あらゆる場で、「コミュニケーションにやり過ぎはな
い」と伝えています。
　一方で、いかに多様な人材が活発に論議をしても、そのめざす先がバラバラでは、成果には繋
がりません。多様な人材をひとつのチームとして結びつける、横串としてのカルチャーが非常
に重要です。そのために、私はグループカルチャー総括（CCO）としても先頭に立ち、コロナ前に
は世界中を飛び回り、足元はリモートを活用して、世界中の社員と対話を行う中で、「What is 

our business for?」と問い、全ての社員の仕事が私たちのめざすパーパスの実現に繋がってい
ることを感じてもらっています。
　理屈や権限、指示・命令で人は動きません。大切なのは、パーパスを起点に、全ての社員に内在
する「想い」を引き出し、「熱意」に火を灯すことであり、この想いと熱意こそが、見えない成長の
限界を超える、ビジネスの天井を突き破る原動力となる。そして、こうした想いや熱意を結集す
ることができれば、言葉や文字にはできない「とてつもなく大きな力」が生まれる、と私は確信し
ています。実際、10年前の東日本大震災の時もそうでした。当時私は、地域営業を統括する営業
開発部長でしたが、「困っているお客様に一刻も早く保険金をお届けしたい」という想いの強さ
が、マニュアルには書いていないアイディアや臨機応変に対応する知恵、ここぞという時の馬
力、新たな解決策を生み出し、グループの大きな力に変わったのを、今でも鮮明に、強烈に覚え
ています。
　私は、一人ひとりの行動から経営判断に至るまで、あらゆる基準の根底にパーパスが根付き、
その体現に向けて「熱意と一体感に溢れた会社」を、そして、環境変化が激しく、先が見通せない
時代だからこそ、パーパスをぶらさずに、変化に対してスピード感を持って自らを変革し、力強
く成長し続ける、そんな「しなやかでたくましい会社」を創りたい、と真剣に考え、日々取り組ん
でいます。

　足元、自然災害の激甚化やコロナ禍といった大きな環境変化の中で、社会インフラである保険
会社への期待はかつてないほど高まっています。その中で、当社が従来型の保険ビジネスに固
執し続けていては、早晩お客様のニーズや期待にお応えすることはできなくなるでしょう。従っ
て、当社が価値提供する領域を点から線、そして面へと大幅に拡大していく必要があると考えて
います。
　例えば、自然災害やサイバーリスクに対して、有事に保険金をお支払いするだけでは、今やお
客様の期待にお応えすることはできません。勿論、保険金のお支払いは保険会社にとって最も
重要な機能ですし、これを完璧に行うことは当然ではありますが、翻ってお客様にとってみれ
ば、事故は起きない方がいい。起きても被害は小さい方がよく、復旧も早い方がいい。そして、
再発はしない方がいい。こうした「事前・事後の安心」をお客様がお求めになるのは当然のこと

課題の解決に向けた取り組みを更に加速しています。例えば、“このかけがえのない地球環境を
持続可能な状態で未来世代へと引き継ぐことは私たちの責務である”という強い想いから、当社
は「お客様」「社会」「社員」「株主・投資家」に加えまして、今般「未来世代」も明確にステークホル
ダーとして位置付けました。そして、パーパスを起点に、当社が特に解決に取り組む重点領域（マ
テリアリティ）も今日的に見直し、その中で、とりわけステークホルダーの皆様の期待・関心が
高く、当社事業にとっても重要性の高いものとして、①気候変動対策の推進、②災害レジリエン
スの向上、③健やかで心豊かな生活の支援、④D&Iの推進・浸透、の4つを主要課題に定めました。
　自然災害大国である日本を母国市場とする当社にとりまして、この「①気候変動対策の推進」
「②災害レジリエンスの向上」はとりわけ重要な社会課題であることに間違いありません。世界
共通の、人類史的課題とも言われるこの領域で、当社は社会のお役に立ち続ける会社でありた
い。そして、「自然災害のリスクと共存できるレジリエントな世界」を創りたい。こうした想いか
ら、当社はグループの総力を挙げて、自然災害・気候変動対策に真正面から取り組んでいます。
　また、世界で最も高齢化が進む日本におきましては、長生きリスクや資産形成などの領域で、
お客様のニーズが顕在化していますし、グローバルにみましても、コロナ禍を契機に健康への意
識・不安が高まっています。こうしたヘルスケア領域は、これまで生損一体でお客様をお守りし
てきた当社にとりまして、正に強みが発揮できる分野です。当社はデジタルやデータも活用し、
未病・予防、健康増進などを含め、お客様のリスクをトータルにカバーする商品・サービスをご
提供することで、「誰もが安心して、自分らしく、豊かに暮らせる世界」の実現に貢献してまいり
ます。
　この様に、当社は引き続き「社会課題解決のトップランナー」という想いを持って、事業活動と
社会課題解決を循環させることで、「社会的価値」と「経済的価値（利益成長）」を同時に高めてま
いります。

　社会課題を解決し続け、持続的な成長を実現する。その土台となるのは、「人」であり、「カル
チャー」です。保険事業は形のない商品を扱うことから、以前は「紙」と「鉛筆」と「人」のビジネス
と言われていました。テクノロジーの進化によって、「紙」と「鉛筆」がなくなり、業務プロセスが
大きく変わった今日、保険は正に「People’s Business」となりましたが、ビジネスの原動力は
「人」であり、「想い」であり、「熱意」である、というのが私の信念です。
　その中で、まず重要となりますのが、グループ全社員の持てる力を最大限に引き出し、個々の
専門性や経験を掛け合わせることで、より大きな力に変えていくということです。
　私は、米国留学の経験から、D&Iの推進がイノベーションを生み出すということを肌身で実感
しています。当時、私が接したメンバーは、属性や人種、新卒/中途など、皆バックグラウンドが
大きく異なっていましたが、逆に異なっているからこそ、自分の考えをはっきりと口に出して伝
えていましたし、そこに阿吽や忖度は一切ありませんでした。一人ひとりの考え方が異なるこ
とを前提に、様々な立場から建設的に意見をぶつけ合う知的コンバットの中で、化学反応が起こ
り、そこから自分一人では想像すらできなかった様な、良いアイディアが生まれる瞬間を何度も
目の当たりにしました。そして、あるテーマでは言い争いをしていたかと思えば、次のテーマで
はそれを引きずることなく、生産的に議論を行う。とにかく、コミュニケーションが深く、スピー
ド感があり、意思決定の質も高いのです。
　こうした建設的な議論は海外だからできるのでしょうか。私は決してそうとは思いません。

　当社はお客様のリスクをお引き受けする保険会社ですので、いかなる事態に直面しても、経営
の屋台骨が崩れることがあってはならない。そうした認識から、当社はこの20年近く、グローバ
ルにリスク分散を進めてまいりました。実際、この数年間、平年を超える規模の自然災害やコロ
ナといった影響を受けていますが、その影響を利益の約2割*6に抑えることができています。た
だし、私はこれで十分とは思っていません。複雑化するリスクや社会課題に対峙するには、更な
るリスク分散や収益源の多様化が不可欠であり、当社は5年・10年先を見据えた事業投資を模索
してまいります。当社の強みが活かせる、或いはシナジーの創出が期待できる領域であれば、保
険事業に留まらず、新規事業の可能性も探求し、更に盤石な経営基盤を構築していきたいと考え
ています。
　こうした「2+1の成長戦略」を推し進めた結果としての、新中計のKPIターゲットは、「修正純
利益  CAGR+3～7%」、「修正ROE 12%程度」となります。これはM&Aを含まない、内部成長
だけで積み上げた計画でありますが、2017年にマイルストーンとして設定した中長期ターゲッ
ト「修正純利益 5,000億円超」、「修正ROE 12%程度」の達成を視野に入れた水準となります。
そして、良い案件に恵まれ、大規模なM&Aに成功すれば、更なる成長或いは達成時期の短縮も
可能となります。

　新中計は、変化の激しい3年間も当社が成長し続けていくための重要な戦略ではありますが、
これは目的ではなく、あくまでも手段です。当社は1879年の創業以来、「お客様や地域社会の“い
ざ”をお守りすること」をパーパスとしてきましたが、私たちがめざすところは、どの様な時代に
あっても変わることのない、このパーパスの実現に他なりません。今から142年前、まだサステ
ナビリティやESGという言葉が存在すらしなかった時代から、当社はその時代ごとの社会課題
を自ら探し出し、その解決に貢献することで、持続的に成長してまいりました。正に、当社の事
業そのものが社会課題の解決であり、事業を推進すればするほど、課題解決に繋がる、世のため

人のためになる。こうした想いを持って事業にあたっ
てまいりました。
　そして足元、社会の持続可能性に対する意識がグ
ローバルに高まるといった、時代の転換点を迎える中、
改めて思いますのは、当社の課題解決の取り組みに終
わりはない、正にendless journeyであるということで
す。時代が変われば、社会課題も変わり、その解決策も
変わる。これは当然のことであり、その中で大切なこと
は、時代と共に変化する課題をいち早く、正しく捉え、
解決に向けた仮説検証のサイクルをパワフルに、ス
ピーディーに実行することだと考えています。
　この様な認識の下、当社は2021年4月に「グループサ
ステナビリティ総括（CSUO）」と、C職で構成されるグ
ローバルな「サステナビリティ委員会」を新設し、社会

　ここもと保険業界は、世界中で相次ぐ自然災害や、パンデミックを引き起こした新型コロナウ
イルス、米国でのソーシャルインフレーション*1、そして低金利と、様々な難しい課題に直面し
ています。当社にとりましても、この影響は無関係ではなく、前中期経営計画期間（2018年4月
～2021年3月）は、ある意味では最も厳しい3年間であった、その様に感じています。
　他方、当社はこれらの課題に対応する中で、グローバル保険会社としての経営チームの実力と
自信を高めることができたのではないか、その様にも考えています。
　具体的には、2つの大きな成果がありました。
　まずは、当社が最も大切にしてきた「グループ一体経営を大きく進化させることができた」と
いうことです。当社はこれまで、“事業”のグローバル化のみならず、“経営”のグローバル化にも
挑戦してまいりました。例えば、買収した会社の経営トップに対しては、各社の事業を「地域や
マーケットに根差した独自のビジネスモデルで、圧倒的な競争優位を持つものにすること」はも
とより、当社グループ全体に対する貢献も求めています。実際に、彼らを資産運用や海外保険事
業の共同グループ総括として、グループレベルで起用していますし、TMHCCのCFOをTMKの
CEOに選任するなど、会社・国を跨いだ異動も行っています。この様に、優れた人材を国内外に
最適配置し、その専門性や知見を“東京海上グループOne Team”となって活用することで、欧
米と日本の経営スタイルの特長を取り入れた、「絶妙の中庸」を追求してまいりました。
　そして、こうして培ってきたグローバル経営の実力は、前中計でも大いに活かすことができま
した。例えば、Postコロナの変化や課題を特定し、当社の戦略の再点検を行うべく、グローバル
なタスクフォースを立ち上げ、グループ各社の実行戦略に組み込んだり、拡大する自然災害リス
クに対しては、保有・出再*2戦略をGRSC*3で論議し、実行したりと、芯を捉えた打ち手を講じる
ことができました。グローバルに事業を行えば、様々な課題に直面するのは当たり前ではあり
ますが、その中でカルチャーやビジネスの目的、つまり「What is our business for?」がマッチ
した世界中の仲間たちの叡智を結集して、難局を乗り越えることができた、その様に考えていま
す。改めて、信頼できる仲間さえいれば、どんな困難にも立ち向かえる、新しいことにも挑戦で
きる、そこから新たな知恵も生まれる。その様にも確信しています。
　そして、もうひとつの成果が、「保険事業のポートフォリオを更に強くできた」ということで
す。フォワードルッキングに、事業の分散や成長を見極め、ポートフォリオを絶えず最適化して
いくことは大変重要です。実際に、前中計におきましても、今後の大きな成長ドライバーである
Pureを買収した他、ブラジル、タイなどの新興国で、或いは再生可能エネルギーの分野でも重要
な投資を実行しました。その一方で、当社の海外展開の礎となりました、再保険子会社TMRの
売却なども実行しました。こうしたポートフォリオの入れ替えを通じて、当社はポートフォリ
オをマネージする力を更に強くし、将来の利益成長に向けた種まきも確実に行うことができま
した。
　この様に、前中計期間は厳しい事業環境にありましたが、課題解決を通じて経営チームは更に
強くなり、また将来に向けた布石を打つこともできました。正に、次の成長に向けて“Ready to 

go”であると自信を持っておりますし、新中計では必ずや花開かせ、結実させたいと考えています。

　一方、コロナ禍を契機に、あらゆる業種・業態においてDXが急速に進展し、またお客様のニー
ズも大きく変化しています。こうした変化は、既に進行していた変化がコロナで表面化したも
のであり、コロナの前後で課題そのものががらりと変わった訳ではありません。一方で、その変
化のスピードは2倍にも、3倍にも加速しており、もはや、2～3年先のことさえ予測できず、これ
までの「常識」、或いは「過去の成功体験」が必ずしも通用しない、むしろそこからかけ離れた感す
らある、「不連続な社会、時代」に突入したと感じています。
　変化の激しい時代にあって、お客様や社会が抱えるリスクは増加の一途であり、リスクテイク
を生業とする保険会社が果たすべき役割は大きく拡大しています。一方、こうした中、従来型の
保険ビジネスだけを続けていては、変わりゆくお客様や社会の期待にお応えし続けることがで
きなくなり、やがて成長は止まり、衰亡すらしてしまうかもしれない。この様な強い危機感が私
にはあります。だからこそ、こうした状況を、改めて真剣に受け止めた上で、私たちの原点であ
るパーパス（存在意義）に立ち戻る。そして、当社自身が大胆な変革に挑戦することで、社会課題
の解決力をもう一段高いレベルに引き上げ、持続的に成長していく。こうした決意の下、当社は
新中計（2021年4月～2024年3月）におきましても、「社会課題の解決」を戦略の真ん中に据えて、
その打ち手として「2+1の成長戦略」をスピード感を持って実行していく必要があると考えてい
ます。

　「2+1の成長戦略」の1つ目が、変化するお客様のニーズを的確に捉え、これにお応えしていく
「新しいマーケット×新しいアプローチ」です。足元グローバルには、再生可能エネルギーへの
移行やサイバーリスクの増大といった社会課題が深刻化しています。また、課題先進国である
日本におきましても、人口減少や高齢化の進行により、ヘルスケアに係る課題が山積し、地方経
済・地域企業も衰退しつつあるなど、我が国固有の社会課題も顕在化しています。こうした環境
変化は、向こう10年・20年というスパンでみても重要な社会課題であり続ける一方で、当社に
とりましては「機会」であり、「新しいマーケット」でもある。その様に捉え、新しく生まれるリス
クへの対応は勿論のこと、デジタルやデータも活用することで、従来は引受が困難であったリス
クへの対応や、事故の予防、被害軽減、早期復旧、再発防止といった価値提供領域の拡大、或いは
対面・非対面をベストミックスした顧客接点の変革など、「新しいアプローチ」を講じていきま
す。そして、価値提供のレベルを、「再生可能エネルギー、サイバーリスクなら東京海上」、「ヘル
スケア、SME（中小企業）と言えば東京海上」と呼んでいただけるまで高めていきます。
　2つ目の戦略は、「保険本業の収益力強化」です。当面、自然災害は大きなリスクであり続けま
すし、低金利も継続するでしょう。こうした簡単ではない、いかなる事業環境にあっても、お客
様に価値をお届けし、その結果として適切な収益を確保する。そのために、当社は「保険料水準
の見直し」や「事業効率の向上」などを通じた、保険本業の収益力強化に取り組んでいく必要があ
ります。
　まず、「保険料水準の見直し」ですが、日本において恒常的な赤字状態にある「火災保険の収益
改善」は待ったなしの課題です。株主の皆様から大切な資本をお預かりしている以上、全体では
黒字だからと、どんぶり勘定は許されませんし、保険契約者間の公平性の観点からも不健全だと
考えています。自然災害大国である日本に「なくてはならない」火災保険を、必ずや恒常的な赤
字から脱却させ、サステナブルな制度として再構築する。そうした不退転の決意の下、当社自身
の事業費削減努力は大前提として、保険料水準や商品の見直し、アンダーライティングの更なる
強化、そして防災・減災、早期復旧の取り組みなど、総合的な対策をスピード感を持って講じて
いきます。
　海外では、コロナによる不確実性の高まりやソーシャルインフレーションもあって、マーケッ
トのハード化*4が進行しています。ハード化の中にあって、トップラインの拡大は難しいことで
はありませんが、同時にロスコストも上昇していますので、適正な料率での引受を徹底しない
と、結局数年後にリザーブ*5を積むことで収益が悪化し、後悔することになります。従って、当
社は引き続きボトムフォーカスを堅持し、将来のロスコストを上回ることは勿論、マーケットを
上回るrate upを着実に実行することで、保険引受利益を拡大させてまいります。
　次に、「事業効率の向上」ですが、この取り組みはデジタルの活用がキーになります。デジタル
との親和性が高い、リテールビジネスを手掛ける日本とアジアを中心に、業務プロセスや働き方
の変革を更に加速することで、社内事務を徹底的に削減します。そして、創出された時間やリ
ソースを、単なる要員数の削減といった縮小均衡に繋げるのではなく、新たな社会課題の解決や
価値提供領域の拡大、人材育成、お客様への更なる寄り添いなど、人にしかできない業務に振り
向ける。この様に、人を活かし、「人の力とデジタルを融合」させることで、社会課題の解決力を
高め、更なる成長と損害率の改善を実現してまいります。
　これまでにご説明した、「新しいマーケット×新しいアプローチ」と「保険本業の収益力強化」、
この2つを軸に、「+1」の戦略として、M&Aや新規事業の立ち上げといった「次の成長ステージ
に向けた事業投資」にも取り組む必要があります。どんな時代にあろうと、長期的に価値を提供
し、世の中のお役に立ち続けていくには、「今」と「長期」という時間軸の両睨みで、手を打ってい
かなければなりません。

“いざ”という時のために、“いつも”支える
保険のあり方を変え、お客様や社会を“いつも”支える存在へと
進化することで、“Good Company”に一歩でも二歩でも近づく

CDIOメッセージ
→P.66～67

特集1  これから当社は
何をめざすのか
→P.28～29
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だと思います。そのために、当社はデジタルやデータも活用
し、自然災害に対しては防災・減災、ヘルスケアでは未病・予
防、この他にもモビリティやサイバーリスクなどの幅広い分
野において、価値提供領域を飛躍的に拡大する。つまり、有
事の保険金支払いに留まらず、事前・事後の安心を含め、お
客様の不安やリスクをトータルにサポートする、「ソリュー
ションプロバイダー」としての機能が益々重要となります。
この様に当社は、パーパスである「お客様の“いざ”という時」
を支えるためにも、「“いつも”支えることのできる存在」へと
進化できるよう挑戦していきたいと考えていますし、そのプ
ラットフォームとして東京海上ディーアールを2021年の
7月に立ち上げました。

　これから当社が進む道は平坦ではありませんが、この142年も、課題は沢山ありましたし、当
社は正しく課題を認識し、芯を捉えた打ち手を講じることで、幾度となく難局を乗り越えてきま
した。過去もそうであった様に、いかなる困難も必ず乗り越えることができる。そう信じて、私
たちは、熱意と一体感を持って、笑顔で、明るく前進してまいります。
　改めて、当社が事業を行うことができるのは、株主・投資家の皆様をはじめ、様々なステーク
ホルダーに支えていただいているお蔭であると、感謝しております。そして、私自身、できる限
りの時間を割いて、皆様との対話の機会を実現できるよう取り組んでまいりますし、対話の中で
いただいたご意見やご要望を経営やビジネスモデルの進化に繋げてまいります。
　当社はこれからも、社会課題の解決を通じて、全てのステークホルダーに価値を提供し続け、
皆様から信頼され、真に必要とされる良い会社、“Good Company”に一歩でも二歩でも近づい
てまいります。今後も一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

当社は46の国と地域に事業を展開し、4万人を超える「多様な人材」がいます。そして、創業時か
ら受け継いできた「自由闊達な社風」もあります。この強みを掛け合わせることで、スピーディー
で質の高い議論を通じた、更なるイノベーションの創出が可能だと私は信じています。実際に、
当社では、「D&Iの推進・浸透」を成長戦略の一丁目一番地に据え、グループベース、グローバル
に取り組みを加速していますし、私自身、あらゆる場で、「コミュニケーションにやり過ぎはな
い」と伝えています。
　一方で、いかに多様な人材が活発に論議をしても、そのめざす先がバラバラでは、成果には繋
がりません。多様な人材をひとつのチームとして結びつける、横串としてのカルチャーが非常
に重要です。そのために、私はグループカルチャー総括（CCO）としても先頭に立ち、コロナ前に
は世界中を飛び回り、足元はリモートを活用して、世界中の社員と対話を行う中で、「What is 

our business for?」と問い、全ての社員の仕事が私たちのめざすパーパスの実現に繋がってい
ることを感じてもらっています。
　理屈や権限、指示・命令で人は動きません。大切なのは、パーパスを起点に、全ての社員に内在
する「想い」を引き出し、「熱意」に火を灯すことであり、この想いと熱意こそが、見えない成長の
限界を超える、ビジネスの天井を突き破る原動力となる。そして、こうした想いや熱意を結集す
ることができれば、言葉や文字にはできない「とてつもなく大きな力」が生まれる、と私は確信し
ています。実際、10年前の東日本大震災の時もそうでした。当時私は、地域営業を統括する営業
開発部長でしたが、「困っているお客様に一刻も早く保険金をお届けしたい」という想いの強さ
が、マニュアルには書いていないアイディアや臨機応変に対応する知恵、ここぞという時の馬
力、新たな解決策を生み出し、グループの大きな力に変わったのを、今でも鮮明に、強烈に覚え
ています。
　私は、一人ひとりの行動から経営判断に至るまで、あらゆる基準の根底にパーパスが根付き、
その体現に向けて「熱意と一体感に溢れた会社」を、そして、環境変化が激しく、先が見通せない
時代だからこそ、パーパスをぶらさずに、変化に対してスピード感を持って自らを変革し、力強
く成長し続ける、そんな「しなやかでたくましい会社」を創りたい、と真剣に考え、日々取り組ん
でいます。

　足元、自然災害の激甚化やコロナ禍といった大きな環境変化の中で、社会インフラである保険
会社への期待はかつてないほど高まっています。その中で、当社が従来型の保険ビジネスに固
執し続けていては、早晩お客様のニーズや期待にお応えすることはできなくなるでしょう。従っ
て、当社が価値提供する領域を点から線、そして面へと大幅に拡大していく必要があると考えて
います。
　例えば、自然災害やサイバーリスクに対して、有事に保険金をお支払いするだけでは、今やお
客様の期待にお応えすることはできません。勿論、保険金のお支払いは保険会社にとって最も
重要な機能ですし、これを完璧に行うことは当然ではありますが、翻ってお客様にとってみれ
ば、事故は起きない方がいい。起きても被害は小さい方がよく、復旧も早い方がいい。そして、
再発はしない方がいい。こうした「事前・事後の安心」をお客様がお求めになるのは当然のこと

課題の解決に向けた取り組みを更に加速しています。例えば、“このかけがえのない地球環境を
持続可能な状態で未来世代へと引き継ぐことは私たちの責務である”という強い想いから、当社
は「お客様」「社会」「社員」「株主・投資家」に加えまして、今般「未来世代」も明確にステークホル
ダーとして位置付けました。そして、パーパスを起点に、当社が特に解決に取り組む重点領域（マ
テリアリティ）も今日的に見直し、その中で、とりわけステークホルダーの皆様の期待・関心が
高く、当社事業にとっても重要性の高いものとして、①気候変動対策の推進、②災害レジリエン
スの向上、③健やかで心豊かな生活の支援、④D&Iの推進・浸透、の4つを主要課題に定めました。
　自然災害大国である日本を母国市場とする当社にとりまして、この「①気候変動対策の推進」
「②災害レジリエンスの向上」はとりわけ重要な社会課題であることに間違いありません。世界
共通の、人類史的課題とも言われるこの領域で、当社は社会のお役に立ち続ける会社でありた
い。そして、「自然災害のリスクと共存できるレジリエントな世界」を創りたい。こうした想いか
ら、当社はグループの総力を挙げて、自然災害・気候変動対策に真正面から取り組んでいます。
　また、世界で最も高齢化が進む日本におきましては、長生きリスクや資産形成などの領域で、
お客様のニーズが顕在化していますし、グローバルにみましても、コロナ禍を契機に健康への意
識・不安が高まっています。こうしたヘルスケア領域は、これまで生損一体でお客様をお守りし
てきた当社にとりまして、正に強みが発揮できる分野です。当社はデジタルやデータも活用し、
未病・予防、健康増進などを含め、お客様のリスクをトータルにカバーする商品・サービスをご
提供することで、「誰もが安心して、自分らしく、豊かに暮らせる世界」の実現に貢献してまいり
ます。
　この様に、当社は引き続き「社会課題解決のトップランナー」という想いを持って、事業活動と
社会課題解決を循環させることで、「社会的価値」と「経済的価値（利益成長）」を同時に高めてま
いります。

　社会課題を解決し続け、持続的な成長を実現する。その土台となるのは、「人」であり、「カル
チャー」です。保険事業は形のない商品を扱うことから、以前は「紙」と「鉛筆」と「人」のビジネス
と言われていました。テクノロジーの進化によって、「紙」と「鉛筆」がなくなり、業務プロセスが
大きく変わった今日、保険は正に「People’s Business」となりましたが、ビジネスの原動力は
「人」であり、「想い」であり、「熱意」である、というのが私の信念です。
　その中で、まず重要となりますのが、グループ全社員の持てる力を最大限に引き出し、個々の
専門性や経験を掛け合わせることで、より大きな力に変えていくということです。
　私は、米国留学の経験から、D&Iの推進がイノベーションを生み出すということを肌身で実感
しています。当時、私が接したメンバーは、属性や人種、新卒/中途など、皆バックグラウンドが
大きく異なっていましたが、逆に異なっているからこそ、自分の考えをはっきりと口に出して伝
えていましたし、そこに阿吽や忖度は一切ありませんでした。一人ひとりの考え方が異なるこ
とを前提に、様々な立場から建設的に意見をぶつけ合う知的コンバットの中で、化学反応が起こ
り、そこから自分一人では想像すらできなかった様な、良いアイディアが生まれる瞬間を何度も
目の当たりにしました。そして、あるテーマでは言い争いをしていたかと思えば、次のテーマで
はそれを引きずることなく、生産的に議論を行う。とにかく、コミュニケーションが深く、スピー
ド感があり、意思決定の質も高いのです。
　こうした建設的な議論は海外だからできるのでしょうか。私は決してそうとは思いません。

　当社はお客様のリスクをお引き受けする保険会社ですので、いかなる事態に直面しても、経営
の屋台骨が崩れることがあってはならない。そうした認識から、当社はこの20年近く、グローバ
ルにリスク分散を進めてまいりました。実際、この数年間、平年を超える規模の自然災害やコロ
ナといった影響を受けていますが、その影響を利益の約2割*6に抑えることができています。た
だし、私はこれで十分とは思っていません。複雑化するリスクや社会課題に対峙するには、更な
るリスク分散や収益源の多様化が不可欠であり、当社は5年・10年先を見据えた事業投資を模索
してまいります。当社の強みが活かせる、或いはシナジーの創出が期待できる領域であれば、保
険事業に留まらず、新規事業の可能性も探求し、更に盤石な経営基盤を構築していきたいと考え
ています。
　こうした「2+1の成長戦略」を推し進めた結果としての、新中計のKPIターゲットは、「修正純
利益  CAGR+3～7%」、「修正ROE 12%程度」となります。これはM&Aを含まない、内部成長
だけで積み上げた計画でありますが、2017年にマイルストーンとして設定した中長期ターゲッ
ト「修正純利益 5,000億円超」、「修正ROE 12%程度」の達成を視野に入れた水準となります。
そして、良い案件に恵まれ、大規模なM&Aに成功すれば、更なる成長或いは達成時期の短縮も
可能となります。

　新中計は、変化の激しい3年間も当社が成長し続けていくための重要な戦略ではありますが、
これは目的ではなく、あくまでも手段です。当社は1879年の創業以来、「お客様や地域社会の“い
ざ”をお守りすること」をパーパスとしてきましたが、私たちがめざすところは、どの様な時代に
あっても変わることのない、このパーパスの実現に他なりません。今から142年前、まだサステ
ナビリティやESGという言葉が存在すらしなかった時代から、当社はその時代ごとの社会課題
を自ら探し出し、その解決に貢献することで、持続的に成長してまいりました。正に、当社の事
業そのものが社会課題の解決であり、事業を推進すればするほど、課題解決に繋がる、世のため

人のためになる。こうした想いを持って事業にあたっ
てまいりました。
　そして足元、社会の持続可能性に対する意識がグ
ローバルに高まるといった、時代の転換点を迎える中、
改めて思いますのは、当社の課題解決の取り組みに終
わりはない、正にendless journeyであるということで
す。時代が変われば、社会課題も変わり、その解決策も
変わる。これは当然のことであり、その中で大切なこと
は、時代と共に変化する課題をいち早く、正しく捉え、
解決に向けた仮説検証のサイクルをパワフルに、ス
ピーディーに実行することだと考えています。
　この様な認識の下、当社は2021年4月に「グループサ
ステナビリティ総括（CSUO）」と、C職で構成されるグ
ローバルな「サステナビリティ委員会」を新設し、社会

　ここもと保険業界は、世界中で相次ぐ自然災害や、パンデミックを引き起こした新型コロナウ
イルス、米国でのソーシャルインフレーション*1、そして低金利と、様々な難しい課題に直面し
ています。当社にとりましても、この影響は無関係ではなく、前中期経営計画期間（2018年4月
～2021年3月）は、ある意味では最も厳しい3年間であった、その様に感じています。
　他方、当社はこれらの課題に対応する中で、グローバル保険会社としての経営チームの実力と
自信を高めることができたのではないか、その様にも考えています。
　具体的には、2つの大きな成果がありました。
　まずは、当社が最も大切にしてきた「グループ一体経営を大きく進化させることができた」と
いうことです。当社はこれまで、“事業”のグローバル化のみならず、“経営”のグローバル化にも
挑戦してまいりました。例えば、買収した会社の経営トップに対しては、各社の事業を「地域や
マーケットに根差した独自のビジネスモデルで、圧倒的な競争優位を持つものにすること」はも
とより、当社グループ全体に対する貢献も求めています。実際に、彼らを資産運用や海外保険事
業の共同グループ総括として、グループレベルで起用していますし、TMHCCのCFOをTMKの
CEOに選任するなど、会社・国を跨いだ異動も行っています。この様に、優れた人材を国内外に
最適配置し、その専門性や知見を“東京海上グループOne Team”となって活用することで、欧
米と日本の経営スタイルの特長を取り入れた、「絶妙の中庸」を追求してまいりました。
　そして、こうして培ってきたグローバル経営の実力は、前中計でも大いに活かすことができま
した。例えば、Postコロナの変化や課題を特定し、当社の戦略の再点検を行うべく、グローバル
なタスクフォースを立ち上げ、グループ各社の実行戦略に組み込んだり、拡大する自然災害リス
クに対しては、保有・出再*2戦略をGRSC*3で論議し、実行したりと、芯を捉えた打ち手を講じる
ことができました。グローバルに事業を行えば、様々な課題に直面するのは当たり前ではあり
ますが、その中でカルチャーやビジネスの目的、つまり「What is our business for?」がマッチ
した世界中の仲間たちの叡智を結集して、難局を乗り越えることができた、その様に考えていま
す。改めて、信頼できる仲間さえいれば、どんな困難にも立ち向かえる、新しいことにも挑戦で
きる、そこから新たな知恵も生まれる。その様にも確信しています。
　そして、もうひとつの成果が、「保険事業のポートフォリオを更に強くできた」ということで
す。フォワードルッキングに、事業の分散や成長を見極め、ポートフォリオを絶えず最適化して
いくことは大変重要です。実際に、前中計におきましても、今後の大きな成長ドライバーである
Pureを買収した他、ブラジル、タイなどの新興国で、或いは再生可能エネルギーの分野でも重要
な投資を実行しました。その一方で、当社の海外展開の礎となりました、再保険子会社TMRの
売却なども実行しました。こうしたポートフォリオの入れ替えを通じて、当社はポートフォリ
オをマネージする力を更に強くし、将来の利益成長に向けた種まきも確実に行うことができま
した。
　この様に、前中計期間は厳しい事業環境にありましたが、課題解決を通じて経営チームは更に
強くなり、また将来に向けた布石を打つこともできました。正に、次の成長に向けて“Ready to 

go”であると自信を持っておりますし、新中計では必ずや花開かせ、結実させたいと考えています。

　一方、コロナ禍を契機に、あらゆる業種・業態においてDXが急速に進展し、またお客様のニー
ズも大きく変化しています。こうした変化は、既に進行していた変化がコロナで表面化したも
のであり、コロナの前後で課題そのものががらりと変わった訳ではありません。一方で、その変
化のスピードは2倍にも、3倍にも加速しており、もはや、2～3年先のことさえ予測できず、これ
までの「常識」、或いは「過去の成功体験」が必ずしも通用しない、むしろそこからかけ離れた感す
らある、「不連続な社会、時代」に突入したと感じています。
　変化の激しい時代にあって、お客様や社会が抱えるリスクは増加の一途であり、リスクテイク
を生業とする保険会社が果たすべき役割は大きく拡大しています。一方、こうした中、従来型の
保険ビジネスだけを続けていては、変わりゆくお客様や社会の期待にお応えし続けることがで
きなくなり、やがて成長は止まり、衰亡すらしてしまうかもしれない。この様な強い危機感が私
にはあります。だからこそ、こうした状況を、改めて真剣に受け止めた上で、私たちの原点であ
るパーパス（存在意義）に立ち戻る。そして、当社自身が大胆な変革に挑戦することで、社会課題
の解決力をもう一段高いレベルに引き上げ、持続的に成長していく。こうした決意の下、当社は
新中計（2021年4月～2024年3月）におきましても、「社会課題の解決」を戦略の真ん中に据えて、
その打ち手として「2+1の成長戦略」をスピード感を持って実行していく必要があると考えてい
ます。

　「2+1の成長戦略」の1つ目が、変化するお客様のニーズを的確に捉え、これにお応えしていく
「新しいマーケット×新しいアプローチ」です。足元グローバルには、再生可能エネルギーへの
移行やサイバーリスクの増大といった社会課題が深刻化しています。また、課題先進国である
日本におきましても、人口減少や高齢化の進行により、ヘルスケアに係る課題が山積し、地方経
済・地域企業も衰退しつつあるなど、我が国固有の社会課題も顕在化しています。こうした環境
変化は、向こう10年・20年というスパンでみても重要な社会課題であり続ける一方で、当社に
とりましては「機会」であり、「新しいマーケット」でもある。その様に捉え、新しく生まれるリス
クへの対応は勿論のこと、デジタルやデータも活用することで、従来は引受が困難であったリス
クへの対応や、事故の予防、被害軽減、早期復旧、再発防止といった価値提供領域の拡大、或いは
対面・非対面をベストミックスした顧客接点の変革など、「新しいアプローチ」を講じていきま
す。そして、価値提供のレベルを、「再生可能エネルギー、サイバーリスクなら東京海上」、「ヘル
スケア、SME（中小企業）と言えば東京海上」と呼んでいただけるまで高めていきます。
　2つ目の戦略は、「保険本業の収益力強化」です。当面、自然災害は大きなリスクであり続けま
すし、低金利も継続するでしょう。こうした簡単ではない、いかなる事業環境にあっても、お客
様に価値をお届けし、その結果として適切な収益を確保する。そのために、当社は「保険料水準
の見直し」や「事業効率の向上」などを通じた、保険本業の収益力強化に取り組んでいく必要があ
ります。
　まず、「保険料水準の見直し」ですが、日本において恒常的な赤字状態にある「火災保険の収益
改善」は待ったなしの課題です。株主の皆様から大切な資本をお預かりしている以上、全体では
黒字だからと、どんぶり勘定は許されませんし、保険契約者間の公平性の観点からも不健全だと
考えています。自然災害大国である日本に「なくてはならない」火災保険を、必ずや恒常的な赤
字から脱却させ、サステナブルな制度として再構築する。そうした不退転の決意の下、当社自身
の事業費削減努力は大前提として、保険料水準や商品の見直し、アンダーライティングの更なる
強化、そして防災・減災、早期復旧の取り組みなど、総合的な対策をスピード感を持って講じて
いきます。
　海外では、コロナによる不確実性の高まりやソーシャルインフレーションもあって、マーケッ
トのハード化*4が進行しています。ハード化の中にあって、トップラインの拡大は難しいことで
はありませんが、同時にロスコストも上昇していますので、適正な料率での引受を徹底しない
と、結局数年後にリザーブ*5を積むことで収益が悪化し、後悔することになります。従って、当
社は引き続きボトムフォーカスを堅持し、将来のロスコストを上回ることは勿論、マーケットを
上回るrate upを着実に実行することで、保険引受利益を拡大させてまいります。
　次に、「事業効率の向上」ですが、この取り組みはデジタルの活用がキーになります。デジタル
との親和性が高い、リテールビジネスを手掛ける日本とアジアを中心に、業務プロセスや働き方
の変革を更に加速することで、社内事務を徹底的に削減します。そして、創出された時間やリ
ソースを、単なる要員数の削減といった縮小均衡に繋げるのではなく、新たな社会課題の解決や
価値提供領域の拡大、人材育成、お客様への更なる寄り添いなど、人にしかできない業務に振り
向ける。この様に、人を活かし、「人の力とデジタルを融合」させることで、社会課題の解決力を
高め、更なる成長と損害率の改善を実現してまいります。
　これまでにご説明した、「新しいマーケット×新しいアプローチ」と「保険本業の収益力強化」、
この2つを軸に、「+1」の戦略として、M&Aや新規事業の立ち上げといった「次の成長ステージ
に向けた事業投資」にも取り組む必要があります。どんな時代にあろうと、長期的に価値を提供
し、世の中のお役に立ち続けていくには、「今」と「長期」という時間軸の両睨みで、手を打ってい
かなければなりません。
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